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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　現像剤容器内に収容されている一成分現像剤を、現像剤担持体により、静電潜像担持体
に対向する現像領域へ搬送し、該一成分現像剤により静電潜像担持体に担持された静電潜
像を現像して可視化する現像方法において、
　該現像剤担持体は、少なくとも基体と、該基体の表面に形成された樹脂被覆層とを有し
、
　該樹脂被覆層は、少なくとも樹脂及び黒鉛化粒子を含有し、
　該黒鉛化粒子は、メソカーボンマイクロビーズ粒子またはバルクメソフェーズピッチ粒
子からなる、単一の相からなる粒子を焼成して、黒鉛化度ｐ（００２）が０．２０≦ｐ（
００２）≦０．９５に黒鉛化した粒子であり、
　前記樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋが０．２～１．０μｍであり、且つ、
　該一成分現像剤が、非磁性一成分現像剤であり、該非磁性一成分現像剤は下記式（１）
、（２）より求められる平均円形度が０．９７０以上であることを特徴とする現像方法。
　　　円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　（１）
［式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。］
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【数１】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
［式中、ａaveは平均円形度であり、粒度分布の分割点Ｉでの円形度（中心値）をａI、頻
度をｆａiとする。］
【請求項２】
　前記現像剤担持体は、少なくとも基体及び樹脂被覆層を有し、且つ該樹脂被覆層は、少
なくとも鉄粉に対して正帯電性である第四級アンモニウム塩化合物を含有する請求項１に
記載の現像方法。
【請求項３】
　前記樹脂被覆層は、少なくともフェノール樹脂を含有し、
　該フェノール樹脂は、含窒素化合物を触媒として用いて製造されたフェノール樹脂であ
り、その構造中に－ＮＨ2基、＝ＮＨ基、もしくは－ＮＨ－結合のいずれかを有するフェ
ノール樹脂である請求項２に記載の現像方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法において、電子写真感光体、或いは静電記録誘電体等の像担持体
上に形成された潜像を現像して顕像化するために用いられる現像剤担持体及び電子写真現
像方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真法としては多数の方法が知られているが、一般には光導電性物質を利用
し、種々の手段により静電潜像保持体（感光ドラム）上に電気的潜像を形成し、次いで該
静電潜像を現像剤（トナー）で現像を行なうことで可視像化し、必要に応じて紙などの転
写材にトナー像を転写した後、熱・圧力等により転写材上にトナー画像を定着して複写物
を得るものである。
【０００３】
　これらの電子写真法による画像形成は、文書複写としては一応満足できるレベルに達し
ているものの、コンピュータの発達、高解像度デジタルカメラの普及等により求められる
フルカラー画像の出力画像に対しては、今後も更なる高画質化、高品位化が望まれている
。
【０００４】
　電子写真法における現像方式は主として一成分現像方式と二成分現像方式に分けられる
。
【０００５】
　従来、これらのフルカラー画像を出力するには、二成分系現像剤が用いられてきた。こ
の現像方法においては、キャリアは摩擦帯電により電荷をトナーに付与し、またこの電荷
による静電引力によりその表面にトナーを担持する。トナーとキャリアを有する現像剤は
、磁石を内包する現像スリーブ上に現像剤層厚規制部材により所定の層厚にコートされ、
磁気力および現像スリーブ表面の摩擦抵抗を利用することによって静電潜像担持体（感光
体）と現像スリーブとの間に形成される現像領域に搬送され現像される。しかし近年では
、電子写真装置の軽量・小型化等を目的として、一成分現像方式を用いた現像装置を使用
する場合も多くなってきている。
【０００６】
　一成分現像方式は、二成分現像方式のようにガラスビーズや鉄粉等のキャリア粒子が不
要なため、現像装置自体を小型化・軽量化できる。さらには、二成分現像方式は現像剤中
のトナー濃度を一定に保つ必要があるため、トナー濃度を検知し必要量のトナーを補給す
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る装置が必要である。よって、ここでも現像装置が大きく重くなる。一成分現像方式では
、このような装置は必要とならないため、やはり小さく軽く出来るため好ましい。
【０００７】
　一成分現像方式には、トナー中に磁性体を含有しない非磁性トナーと磁性体を含有する
磁性トナーを用いる場合があるが、フルカラー画像に用いる場合には色再現性の点から磁
性体を含まない非磁性一成分現像剤が用いられることが多い。
【０００８】
　一成分現像方式を用いた現像装置としては、現像静電潜像保持体としての感光ドラム表
面に静電潜像を形成し、現像剤担持体（現像スリーブ）とトナーとの摩擦、及び／或いは
現像スリーブ上のトナーコート量を規制するための現像剤層厚規制部材との摩擦により、
トナーに正或いは負の電荷を与え、そのトナーを現像スリーブ上に薄く塗布して感光ドラ
ムと現像スリーブとが対向した現像領域に搬送し、現像領域においてトナーを感光ドラム
表面の静電潜像に飛翔・付着させて現像し、静電潜像をトナー像として顕像化するものが
知られている。
【０００９】
　最近では電子写真装置のデジタル化、更なる高画質化のために、トナーの小粒径化及び
微粒子化が図られ、また装置のさらなる軽量・小型化等を目的として、廃トナーを軽減さ
せるために、トナーの転写効率の向上が図られている。またさらにファーストコピー時間
の短縮化や省電力化の目的で、トナー中の低軟化点物質の割合を高めるなどの方法により
、トナーの定着温度を下げる傾向にある。
【００１０】
　上記のようなトナーの小粒径化及び微粒子化、転写効率の向上、低温定着の達成など従
来の粉砕法による製造法のみでは難しくなる傾向にある。
【００１１】
　トナー製造に用いる重合法は、重合性単量体・着色剤・重合開始剤、更に必要に応じて
架橋剤・荷電制御剤・その他添加剤を、均一に溶解または分散せしめて単量体組成物とし
た後、この単量体組成物を、分散安定剤を含有する連続相、たとえば水相中に適当な撹拌
機を用いて分散し、同時に重合反応を行わせ、所望の粒径を有するトナーを得る方法であ
る。
【００１２】
　この製造方法は、粉砕工程を経ないため現像剤に脆性を付与せしめる必要がなく、更に
従来の粉砕法では使用することができなかった低軟化点物質を多量に使用することができ
る等の材料の選択幅が広がり好ましい。
【００１３】
　またさらに重合法は比較的容易に粒度分布がシャープであり、球形で転写効率の高い微
小粒径のトナーを製造できる特性を有している。
【００１４】
　しかしながら、上記のような特性を有する重合法によるトナーを用いた場合でも、現像
剤担持体上のトナー層の形成は環境状態，トナーの物性，現像剤担持体表面の状態等に依
存している。特に低温低湿下においては、単位質量当たりの電荷量が増えるため更に現像
スリーブ上へ静電的に付着しやすくなり、また高温高湿下においては、外部からの物理的
な力を受ける場合トナーが流動化しやすい材料を用いているため変質しやすくなり、トナ
ーによるスリーブ汚染やスリーブ融着が起こりやすい。
【００１５】
　また、複写を重ねるにつれてトナーが繰り返し現像剤担持体と摩擦された結果、トナー
の流動性向上のための添加剤等がトナーから遊離し、これらの遊離物質が現像剤担持体上
に堆積したり、或いはトナー中の低軟化点物質が現像剤担持体上に成膜するために、現像
剤担持体の表面状態が変化し、トナーの現像性が変化するという問題があった。
【００１６】
　さらに、このような現像装置に重合法で得られたトナーを用いた場合、重合法で得たト
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ナーは粉砕法で得るトナーと比較して極めて流動性が良いため、トナーが現像剤担持体と
規制部材間をすり抜ける現象が発生しやすい場合がある。このため、現像剤粒子間の帯電
量が不均一になり易く、またトナーが現像剤担持体上で不均一なコート状態になりやすく
、結果として地カブリや画像ムラのある不良画像が発生しやすくなる。更に繰り返し耐久
画出し時に軸受け等にトナーが入り込みやすく、これによるトナーの融着物が発生しやす
いため、転写時において転写不良を起こしやすくなる。
【００１７】
　また、一般的に重合を用いたトナーは、実質球形であるために現像器内で最密充填しや
すく、現像剤が現像器内の規制部材下流部分にトナーが密に充填するため、トナーへの機
械的負荷力が増加し現像剤担持体上にトナーが融着する所謂スリーブ汚染が発生する場合
がある。スリーブ汚染は、画像濃度の低下や地カブリの原因となり好ましくない。
【００１８】
　重合法を用いた場合、トナーの帯電調整が難しく、外添剤等による工夫が種々行なわれ
ているものの、トナー帯電の不均一性や上記スリーブ表面への融着の発生など耐久安定性
に関わる問題は、完全には解決されていない。
【００１９】
　更にまた、現像スリーブが繰り返し回転を行なっていくうちに、現像スリーブ上にコー
ティングされたトナーの帯電量が現像スリーブとの接触により高くなり過ぎ、トナーが現
像スリーブ表面との鏡映力により引き合って現像スリーブ表面上で不動状態となり、現像
スリーブから静電潜像保持体（ドラム）上の潜像に移動しなくなる、所謂、チャージアッ
プ現象が特に低湿下で起こりやすくなる。この様なチャージアップ現象が発生すると、上
層のトナーは帯電しにくくなってトナーの現像量が低下するため、ライン画像の細りやベ
タ画像の画像濃度薄の如き問題点を生じる。更に、チャージアップにより適正に帯電され
ないトナーが規制不良となってスリーブ上に流出し、斑点状、波上のムラとなる、所謂ブ
ロッチ現象も発生する。更に、画像部（トナー消費部）と非画像部とのトナー層形成状態
が変わり、帯電状態が異なってしまうため、例えば、一度画像濃度の高いベタ画像を現像
した位置が、現像スリーブの次の回転時に現像位置に来てハーフトーン画像を現像すると
、画像上にベタ画像の跡が現れてしまう現象、所謂、スリーブゴースト現象が生じ易い。
【００２０】
　この様な現象を解決する方法として、特許文献１、特許文献２などにおいては、樹脂中
に、結晶性グラファイト及びカーボンの如き導電性微粉末を分散させた被覆層が基体上に
設けられている現像スリーブを用いる方法が提案されている。
【００２１】
　この方法を用いることにより、チャージアップ現象の防止と帯電の均一性の向上に効果
は認められるものの、未だ不十分であり、上記粉末を多量に添加した場合には、チャージ
アップやスリーブゴーストに対しては改善されるが、特に非磁性一成分現像剤を用いた場
合、トナーへの帯電付与能力が不十分となり、搬送性の低下や濃度ムラなどが発生しやす
い。更に、上記粉末を多量に添加した場合には被覆層が脆性化して削れやすくなると共に
表面が不均一となり、スリーブの耐久性低下の弊害を生ずる。また、前記の結晶性グラフ
ァイトを分散させた被覆層をもちいた場合は、被覆層表面が結晶性グラファイトの燐片状
の構造から起因して潤滑性を有するようになるのでスリーブへの融着に関して改善がみら
れるが、形状が鱗片状であるがために被覆層表面の面の状態が不均一となり初期摩耗高さ
は大きな値となる。現像剤担持体上のトナー層を規制するため規制部材による当接圧など
規制力を強めた場合に、初期摩耗高さが大きいと規制部材にキズが発生しやすく、トナー
の融着やスジが発生しやすい。さらに結晶性グラファイトの硬度が低いため、被覆層表面
で結晶性グラファイト自体の摩耗や脱離が発生しやすく、耐久を進めていった場合に被覆
層の表面粗さや表面組成が変化して、トナーの搬送不良やトナーへの帯電付与の不均一化
が起こりやすくなる。
【００２２】
　また特許文献３、特許文献４などにおいては、樹脂中に、鉄粉に対して正帯電性である
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第四級アンモニウム塩化合物を添加することで球形化処理されたトナーや重合法によって
製造されたネガトナーに対しチャージアップなどの過剰な帯電を防ぐ現像スリーブを用い
る先行技術が提案されている。
【００２３】
　この方法を用いることにより、チャージアップ現象の防止と帯電の均一性の向上に効果
は認められるものの、トナーに対する帯電安定性と搬送安定性は未だ不十分である。
【００２４】
　特に重合法により製造される磁性体を有さない非磁性一成分トナーを用い、後述するよ
うな感光ドラムと現像剤担持体が非接触の状態で現像を行う非接触型現像装置を用いる場
合、本発明に用いられるような磁性体を有さない非磁性トナーに対する帯電安定性と搬送
安定性は未だ十分には解決されていない。
【００２５】
【特許文献１】特開平０２－１０５１８１号公報
【特許文献２】特開平０３－０３６５７０号公報
【特許文献３】特開２００３－０５７９５１号公報
【特許文献４】特開２００２－３１１６３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２６】
　本発明の目的は、異なる環境条件下においても、濃度低下、スリーブゴースト、スリー
ブ融着、ブロッチ及びカブリの如き問題点が発生せず、濃度ムラが無く、画像濃度が高い
高品位の画像を安定して得ることのできる現像方法を提供することである。
【００２７】
　本発明の目的は、非磁性一成分の球形のトナーを用いた場合にも耐久を通じてトナーの
帯電を制御すると共にスリーブ上のトナー層を安定して形成し搬送することができる現像
方法を提供することである。
【００２８】
　本発明の目的は、非磁性一成分の球形のトナーを用いた場合にも耐久を通じて現像剤担
持体表面へのトナー付着を軽減させることにとり、トナーの不均一な帯電を制御すると共
にトナーに十分な帯電を与えることのできる現像方法を提供することである。
【００２９】
　本発明の目的は、繰り返し複写又は耐久による現像剤担持体表面の樹脂被覆層の劣化が
生じ難く、高耐久性を有し、安定した画質が得られる現像剤担持体を用いた現像方法を提
供することである。
【００３０】
　本発明の目的は、繰り返し複写又は耐久による現像剤担持体表面の樹脂被覆層の部分的
な削れなど表面被覆層の劣化が生じ難く、トナーへの帯電付与性及び搬送性の安定性に優
れた現像剤担持体を用いた現像方法を提供することである。
【００３１】
　本発明の目的は、規制部材へのキズや融着の発生しにくい、スジ状の画像欠陥の生じに
くい、安定した画質が得られる現像剤担持体を用いた現像方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００３２】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を行った結果、現像剤担持体表面の樹脂
被覆層を特定の範囲の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子を樹脂中に分散させた構成とし、且つ
、前記樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋを０．２～１．０μｍとすることにより、ト
ナー搬送性、トナーへの帯電付与性が安定し、トナー汚染やトナーのチャージアップを発
生させることが無く、迅速且つ均一に適度な帯電量を付与する効果があることを本発明者
らは見出した。また、樹脂被覆層表面を上記構成とすることで、不整な凹凸部を減らすこ
とができ規制部材（ブレード等）への摺擦キズやトナー融着の発生しにくい、スジ状の画
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像欠陥の生じにくく安定した画質が得られる効果を見出した。
【００３３】
　これらの効果は、スリーブ上で磁気による保持力を有しない非磁性一成分現像剤を用い
る際により効果的である。さらにはまた帯電制御がし難く、流動性が高いため安定した規
制及び安定した搬送のし難い重合法などによる球状のトナーを用いた際により一層の効果
を得ることができる。
【００３４】
　樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋを上記範囲にするためには被覆層の形成に用いる
塗工液の分散条件及び塗布条件により制御可能であるが、粒子の粒度分布において体積分
布がシャープな黒鉛化粒子を用いることが好ましい。
【００３５】
　特定の黒鉛化度を有する、粒度分布において体積分布がシャープな黒鉛化粒子を用いる
ことで、さらに以下の効果が得られる。すなわちトナーへの搬送安定性及び安定した帯電
付与性に優れた、表面形状と潤滑性を有する樹脂被覆層が形成されると共に樹脂被覆層の
表面から前記黒鉛化粒子が摩耗や脱離を起こしにくい現像剤担持体が得られ、さらに黒鉛
化粒子の硬度が樹脂の硬度に近くなるため、樹脂被覆層が磨耗したとしても均一に削れ、
樹脂被覆層中から再び黒鉛化粒子が露出するため表面組成の変化が小さい。このために多
数枚の画出しにおいても現像剤担持体の表面被覆層の粗さ、表面形状の均一性及び表面の
材料組成の変化を抑制でき、安定した画像を得ることができる。
【００３６】
（１）現像剤容器内に収容されている一成分現像剤を、現像剤担持体により、静電潜像担
持体に対向する現像領域へ搬送し、該一成分現像剤により静電潜像担持体に担持された静
電潜像を現像して可視化する現像方法において、
　該現像剤担持体は、少なくとも基体と、該基体の表面に形成された樹脂被覆層とを有し
、
　該樹脂被覆層は、少なくとも樹脂及び黒鉛化粒子を含有し、
　該黒鉛化粒子は、メソカーボンマイクロビーズ粒子またはバルクメソフェーズピッチ粒
子からなる、単一の相からなる粒子を焼成して、黒鉛化度ｐ（００２）が０．２０≦ｐ（
００２）≦０．９５に黒鉛化した粒子であり、
　前記樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋが０．２～１．０μｍであり、且つ、
　該一成分現像剤が、非磁性一成分現像剤であり、該非磁性一成分現像剤は下記式（１）
、（２）より求められる平均円形度が０．９７０以上であることを特徴とする現像方法。
（２）前記現像剤担持体は、少なくとも基体及び樹脂被覆層を有し、且つ該樹脂被覆層は
、少なくとも鉄粉に対して正帯電性である第四級アンモニウム塩化合物を含有することを
特徴とする（１）の現像方法。
（３）前記樹脂被覆層は、少なくともフェノール樹脂を含有し、該フェノール樹脂は、含
窒素化合物を触媒として用いて製造されたフェノール樹脂であり、その構造中に－ＮＨ2

基、＝ＮＨ基、もしくは－ＮＨ－結合のいずれかを有するフェノール樹脂である（２）の
現像方法。
【００３７】
　　　　円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　（１）
［式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。］
【００３８】
【数１】

　［式中、ａaveは平均円形度であり、粒度分布の分割点Ｉでの円形度（中心値）をａI、
頻度をｆａiとする。］
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【発明の効果】
【００３９】
　本発明に係る現像剤担持体及びこれを用いた現像装置によれば、帯電付与性および耐磨
耗性に優れ、高温高湿下、また低温低湿下において長期耐久においても、トナーの帯電均
一性及びトナー搬送性が安定し、ブロッチやトナー融着、スリーブゴースト、カブリ、濃
度低下等を有効に防止し、高品位の画像が得られる現像剤担持体及びこれを用いた現像装
置を提供することができる。
【００４０】
　本発明により繰り返し複写又は耐久による現像剤担持体表面の樹脂被覆層のはがれ、傷
、部分的な削れなど表面形状の不均一化が生じ難く、トナーへの帯電付与性及び搬送性の
安定性に優れた現像剤担持体、該現像剤担持体を用いた現像方法を提供することができる
。
【００４１】
　さらに規制部材へのキズや融着が発生しにくく、スジ状の画像欠陥の生じにくい、安定
した画質が得られる現像剤担持体及び現像剤担持体を用いた現像方法を提供することがで
きる。
【００４２】
　さらにまた、粉砕法で得られるトナーと比較して、極めて流動性の高い重合法により得
られたトナーを用いた場合でも、トナーが現像剤担持体と規制部材間をすり抜けるなどの
現象の発生を防ぎ、安定した搬送性を達成でき、地カブリや画像ムラのない良好な画像の
得ることのできる現像剤担持体及びこれを用いた現像装置を提供することができる。
【００４３】
　本発明により非磁性一成分トナー、特に重合法などによる球形のトナーを用いた場合に
も耐久を通じてトナーの帯電を良好に制御すると共にスリーブ上のトナー層を安定して形
成することができる現像剤担持体及びこれを用いた現像装置を提供することができる。
【００４４】
　さらに本発明により非磁性一成分の球形のトナーを用いた場合にも耐久を通じて現像剤
担持体表面へのトナー付着を軽減させ、トナーの帯電を良好に制御すると共にトナーに十
分な帯電を与えることのでき、スリーブ上のトナー層を安定して形成することができる現
像剤担持体、およびこれを用いた現像方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４５】
　以下、好ましい実施の形態を挙げて本発明について詳述する。まず、本発明の一成分現
像装置に用いられる現像剤担持体について説明する。
【００４６】
　本発明の現像装置は、現像剤を担持搬送する現像剤担持体と、現像剤担持体上の現像剤
層厚を規制する現像剤層厚規制部材を有し、層厚規制部材と現像剤担持体間を通過し形成
された一成分現像剤の現像剤層を潜像担持体に対向する現像領域へと担持搬送し、現像剤
担持体上のトナーにより潜像担持体上に形成された潜像を現像し可視像化する現像装置で
あって、これに用いられる現像剤担持体は、少なくとも基体および基体表面に形成された
樹脂被覆層を有し、前記樹脂被覆層は少なくとも被覆樹脂および被覆樹脂中に分散された
黒鉛化度ｐ（００２）が０．２０≦ｐ（００２）≦０．９５である黒鉛化粒子を含有し、
且つ、前記樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋが０．２～１．０μｍであることを特徴
とする。
【００４７】
　樹脂被覆層を上記表面形状とすることにより、トナーに対する帯電を均一かつ安定に行
うことができ、さらにスジや融着のでにくく、チャージアップの発生しにくい樹脂被覆層
を得ることができる。さらに樹脂被覆層に特定の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子を用いるこ
とで、良好なトナーに対する帯電性と潤滑性を、耐久を通じ得ることがでる。
【００４８】
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　上記の黒鉛化度ｐ（００２）とは、Ｆｒａｎｋｌｉｎのｐ値といわれるもので、黒鉛の
Ｘ線回折図から得られる格子間隔ｄ（００２）を測定することにより、下記式（２）を用
いて求められる値である。
　ｄ（００２）＝３．４４０－０．０８６（１－ｐ（００２）2）　　（２）
【００４９】
　このｐ（００２）値は、炭素の六方網目平面積み重なりのうち、無秩序な部分の割合を
示すものであり、ｐ（００２）値が小さいほど黒鉛化度は大きい。
【００５０】
　上記黒鉛化粒子は、前記特許文献１、特許文献２に記載しているコークスなどの骨剤を
タールピッチ等により固めて成形後１０００～１３００℃程度で焼成してから２５００～
３０００℃程度で黒鉛化して得た人造黒鉛、あるいは天然黒鉛からなる特許文献１等に開
示される結晶性グラファイトとは、原材料及び製造工程が異なる。本発明に用いられる黒
鉛化粒子は前記の結晶性グラファイトより黒鉛化の程度は若干低いものの、上記結晶性グ
ラファイトと同様に高い導電性や潤滑性を有している。更に、本発明で用いられる黒鉛化
粒子は、結晶性グラファイトの形状が燐片状または針状であるのとは異なり、粒子の形状
が粒子状でありしかも粒子自身の硬度が比較的高いことが特徴である。
【００５１】
　また、上記黒鉛化粒子は、特許文献３に記載している低比重且つ導電性の球状粒子とも
原材料と製法が異なることにより、粒子自身の潤滑性や帯電付与特性の点で異なる。特許
文献３に記載している低比重且つ導電性の球状粒子はフェノール樹脂、ナフタレン樹脂、
フラン樹脂、キシレン樹脂、ジビニルベンゼン重合体、スチレン―ジビニルベンゼン共重
合体、ポリアクリロニトリルの如き球状樹脂粒子表面に、メカノケミカル法によってバル
クメソフェーズピッチを被覆し、被覆された粒子を酸化性雰囲気化で熱処理した後に不活
性雰囲気下又は真空下で焼成して炭素化及び／又は黒鉛化したものである。従って、前記
の球状樹脂粒子そのものは黒鉛化しにくい材質であるので、表面は黒鉛化されていても粒
子内部は炭化されたものであり、粒子自体の黒鉛化度ｐ（００２）は大きく、測定不能で
あり、本発明で用いる黒鉛化粒子とは結晶性が異なる。また前記の導電性球状粒子は、樹
脂被覆層中に分散された場合、比較的大きい凹凸形状の形成によりトナーの搬送力を高め
、トナーの樹脂被覆層との接触機会を制御すると共に、樹脂被覆層の耐磨耗性を向上する
機能を樹脂被覆層に付与しているのが特徴である。
【００５２】
　一方、本発明に使用する黒鉛化粒子は、樹脂被覆層表面に均一で微小な凹凸を付与する
ことで、均一な潤滑性、導電性、帯電付与性、耐磨耗性などの特性を樹脂被覆層に付与す
るために添加している。
【００５３】
　即ち、上記のような本発明に使用する特性を有する黒鉛化粒子を樹脂被覆層に用いると
、被覆層中で均一且つ微細に分散されやすく、黒鉛化粒子が樹脂被覆層表面に形成する微
小凹凸形状を適度な大きさに制御しやすくなる。そして、この微小凹凸を樹脂被覆層表面
に形成させることで、トナー粒子表面との接触面積を制御すると共に黒鉛化粒子の優れた
帯電特性により、樹脂被覆層表面上でのトナーのチャージアップやトナー汚染、トナー融
着を発生させることなく、トナーへ迅速且つ均一な帯電を安定に付与することが可能とな
る。
【００５４】
　また、本発明に用いられる黒鉛化粒子自体が優れた潤滑性を有していることと、適度な
硬さを有するために被覆樹脂との硬さの差が小さいことにより、樹脂被覆層表面が耐久で
削れにくくなっている。また、微小な凹凸部分の樹脂被覆層表面が削れたとしても均一に
削れ易いために、微小な凹凸形状は維持されて樹脂被覆層表面の組成や特性は耐久しても
変化しにくくなっている。
【００５５】
　このような構成とすることで多数枚の画出しにおいても現像剤担持体の表面被覆層の初
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期摩耗高さを０．２～１．０μｍに制御でき、表面形状の均一性及び表面の材料組成の変
化を抑制でき、安定した画像を得ることができる。また、樹脂被覆層表面を上記構成とす
ることで、不整な凹凸部を減らすことができ規制部材（ブレード等）への摺擦キズやトナ
ー融着の発生しにくい、スジ状の画像欠陥の生じにくく安定した画質が得られる効果を見
出した。
【００５６】
　即ち、上記のような本発明に使用する特性を有する黒鉛化粒子を用いると樹脂被覆層中
で均一且つ微細に分散することが可能となり、黒鉛化粒子が樹脂被覆層表面に形成する凹
凸形状が小さく且つ均一な表面粗度となると共に、優れた潤滑性を保持しつつ耐磨耗性を
被覆層表面に与えることができる。
【００５７】
　これに加えて粒子の黒鉛化度を特定の範囲とすることで黒鉛化粒子の硬度が樹脂の硬度
に近くなるため、樹脂被覆層が磨耗したとしても均一に削れ、樹脂被覆層中から再び黒鉛
化粒子が露出するため表面組成の変化が小さい。このために多数枚の画出しにおいても現
像剤担持体の表面被覆層の初期摩耗高さを０．２～１．０μｍに制御でき、表面形状の均
一性及び表面の材料組成の変化を抑制でき、トナーの帯電及び搬送性を安定させることが
できる。また、樹脂被覆層表面を上記構成とすることで、不整な凹凸部を減らすとともに
適度な潤滑性を有することから規制部材（ブレード等）への摺擦キズやトナー融着が発生
しにくい、さらにはスジ状の画像欠陥の生じにくく安定した画質が得られる効果を見出し
た。
【００５８】
　更に、現像剤担持体表面の樹脂被覆層中に上記黒鉛化粒子を含有させると、被覆層表面
の潤滑性や導電性及び帯電付与性が均一となり、被覆層表面にトナーのチャージアップや
トナー融着を発生させることなく、結晶性グラファイトを用いた場合よりもトナーへの迅
速且つ均一な摩擦帯電付与能を向上することが可能となる。
【００５９】
　したがって、現像剤担持体表面の凹凸形状及び電荷による静電引力によりその表面にト
ナーを担持する非磁性トナーを用いた場合や機械的衝撃力等による球形化処理や重合法な
どによる球状のトナーを用いた場合に上記効果をより発揮しうる。また従来の結晶性グラ
ファイトと同様に現像剤とスリーブの鏡映力を抑える効果を有することから、現像剤がス
リーブ上に不動層を形成して適正な帯電を行えなくなることを防止し、長期にわたり安定
した帯電付与を行うことができる。更に、現像剤担持体表面の樹脂被覆層中に上記黒鉛化
粒子を含有させることで、従来の結晶性グラファイトを用いた場合よりもトナーへの迅速
且つ均一な摩擦帯電付与能を向上することが可能となり、長期にわたっても良好な画像を
得ることができる。
【００６０】
　ここでいう初期磨耗高さＲｐｋはＪＩＳ　Ｂ０６７１に基づき測定される表面性状のパ
ラメータである。図６に示す通り、測定より求められた負荷曲線（ＢＡＣ）上で負荷長さ
率（ｔｐ）の差が４０％となるように２点（Ａ，Ｂ）を取り、この２点Ａ、Ｂを通る直線
のうち、傾きの最も小さい直線を求め、この直線とｔｐ０％との交点を点Ｃとする。点Ｃ
を通る切断レベルと負荷曲線との交点を点Ｄとし負荷曲線とｔｐ０％の交点を点Ｅとする
。このとき線分ＣＤ、線分ＣＥ、曲線ＤＥで囲まれる面積と三角形ＣＤＦの面積が等しく
なるようにｔｐ０％上に点Ｆをとったさいに、点Ｃと点Ｆの距離を初期磨耗高さＲｐｋと
するものである。
【００６１】
　本発明で用いられる黒鉛化粒子の黒鉛化度ｐ（００２）は、０．２０～０．９５である
。このｐ（００２）は、０．２５～０．７５であることが好ましく、０．２５～０．７０
であることがより好ましい。
【００６２】
　ｐ（００２）が０．９５を超える場合は、樹脂被覆層の耐磨耗性には優れるが、導電性
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や潤滑性が低下してトナーのチャージアップを発生する場合があり、カブリ、画像濃度等
の画質が悪化しやすくなる。一方、ｐ（００２）が０．２０未満の場合は、黒鉛化粒子の
耐磨耗性の悪化により被覆層表面の耐磨耗性、樹脂被覆層の機械的強度及び搬送性、トナ
ーへの迅速且つ均一な帯電付与性が低下してしまう。
【００６３】
　樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋを前記範囲とすることで被覆層表面の不整な凹凸
を減らし規制ブレードへの摺擦キズが発生しにくく、トナー融着の発生を抑制できるため
好ましい。樹脂被覆層表面の初期摩耗高さＲｐｋを所定の範囲に制御するためには、粒子
の粒度分布において体積分布がシャープな黒鉛化粒子を用いることが好ましい。樹脂被覆
層中で分散されている黒鉛化粒子を、体積平均粒径の１０μｍ以上の割合が５体積％以下
とすることが好ましく、２体積％以下とすることがより好ましい。体積平均粒径の１０μ
ｍ以上の割合が５体積％を超えないものの方が、樹脂被覆層表面の初期摩耗高さを所定の
範囲に制御しやすい。
【００６４】
　また樹脂被覆層中での黒鉛化粒子は体積平均粒径が０．５～４．０μｍに分散されてい
ることが好ましい。上記の体積平均粒径が０．５μｍ以上の場合の方が、樹脂被覆層に潤
滑性と耐磨耗性を付与する効果を得やすく、トナーのチャージアップや樹脂被覆層の磨耗
及びトナー融着を起こし難い。特に、現像工程において弾性ブレードと球形化度の高いト
ナーを使用した場合にはトナー融着の発生に効果がみられ、画像にスジ・濃度ムラ等が発
生を抑制するため好ましい。一方、体積平均粒径が４．０μｍを超えると、初期摩耗高さ
が１．０μｍを超えやすく、樹脂被覆層表面に不整な凹凸が多くなり規制ブレードへの摺
擦キズ発生しやすく、トナー融着が発生しやすい。
【００６５】
　上記黒鉛化粒子等の導電性粒子の粒径はレーザー回折型粒度分布計のコールターＬＳ－
２３０型粒度分布計（ベックマン・コールター社製）を用いて測定する。測定方法として
は、少量モジュールを用い、測定溶媒としてはイソプロピルアルコール（ＩＰＡ）を使用
する。ＩＰＡにて粒度分布計の測定系内を約５分間洗浄し、洗浄後バックグラウンドファ
ンクションを実行する。
【００６６】
　次にＩＰＡ５０ｍｌ中に、測定試料を１～２５ｍｇ加える。試料を懸濁した溶液は、超
音波分散機で約１～３分間分散処理を行い試料液を得て、前記測定装置の測定系内に試料
液を徐々に加えて、装置の画面上のＰＩＤＳが４５～５５％になるように測定系内の試料
濃度を調整して測定を行い、体積分布から算術した体積平均粒径を求める。
【００６７】
　黒鉛化粒子の樹脂被覆中での体積平均粒径の制御は、使用する黒鉛化粒子の粒度分布を
粉砕や分級によって調整する手段及び樹脂被覆中への黒鉛化粒子の分散強度を調整するこ
とで可能である。
【００６８】
　上記黒鉛化度ｐ（００２）を有する黒鉛化粒子を得る方法としては、以下に示すような
方法が好ましいが、必ずしもこれらの方法に限定されるものではない。　本発明に使用さ
れる特に好ましい黒鉛化粒子を得る方法としては、原材料としてメソカーボンマイクロビ
ーズやバルクメソフェーズピッチなどの光学的に異方性を有し、しかも単一の相からなる
粒子を用いて黒鉛化することが、該黒鉛化粒子の黒鉛化度を高め且つ潤滑性を維持しなが
ら適度な硬度と概略球状の形状を保持させるために好ましい。
【００６９】
　上記の原材料の光学的異方性は、芳香族分子の積層から生じるものであり、その秩序性
が黒鉛化処理でさらに発達し、高度の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子が得られる。
【００７０】
　本発明に用いられる黒鉛化粒子を得る原材料として、前記のバルクメソフェーズピッチ
を用いる場合は、加熱化で軟化溶融するものを用いることが、球状で黒鉛化度の高い黒鉛
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化粒子を得るために好ましい。
【００７１】
　上記バルクメソフェーズピッチを得る方法として代表的なものは、例えば、コールター
ルピッチ等から溶剤分別によりβ－レジンを抽出し、これを水素添加、重質化処理を行う
ことによってバルクメソフェーズピッチを得る方法である。また上記方法において重質化
処理後、微粉砕し、次いでベンゼンまたはトルエン等により溶剤可溶分を除去してバルク
メソフェーズピッチを得てもよい。
【００７２】
　このバルクメソフェーズピッチはキノリン可溶分が９５質量％以上であることが好まし
い。９５質量％未満のものを用いると、粒子内部が液相炭化しにくく、固相炭化するため
粒子が破砕状のままとなり、球状のものが得られにくい。
【００７３】
　上記のようにして得られたバルクメソフェーズピッチを黒鉛化する方法を以下に示す。
まず、上記バルクメソフェーズピッチを２～２５μｍに微粉砕して、これを空気中で約２
００℃～３５０℃にて熱処理することにより軽度に酸化処理する。この酸化処理によって
、バルクメソフェーズピッチは表面のみ不融化され、次工程の黒鉛化焼成時の溶融、融着
が防止される。この酸化処理されたバルクメソフェーズピッチは酸素含有量が５～１５質
量％であることが好ましい。酸素含有量が５質量％未満であると熱処理時の粒子同士の融
着が激しいので好ましくなく、１５質量％を超えると粒子内部まで酸化されてしまい、形
状が破砕状のまま黒鉛化し球状のものが得られにくい。
【００７４】
　次に、上記酸化処理されたバルクメソフェーズピッチを窒素、アルゴン等の不活性雰囲
気下にて、約８００℃～１２００℃で一次焼成することにより炭化し、続いて約２０００
℃～３５００℃で二次焼成することにより所望の黒鉛化の粒子が得られる。
【００７５】
　また、本発明に用いられる黒鉛化粒子を得るためのもう一つの好ましい原材料であるメ
ソカーボンマイクロビーズを得る方法として代表的なものを以下に例示する。まず、石炭
系重質油または石油系重質油を３００℃～５００℃の温度で熱処理し、重縮合させて粗メ
ソカーボンマイクロビーズを生成する。得られた反応生成物を濾過、静置沈降、遠心分離
などの処理に供することによりメソカーボンマイクロビーズを分離した後、ベンゼン、ト
ルエン、キシレン等の溶剤で洗浄し、更に乾燥することによって得られる。
【００７６】
　得られたメソカーボンマイクロビーズを黒鉛化するに際し、まず乾燥を終えたメソカー
ボンマイクロビーズ破壊させない程度の温和な力で機械的に一次分散させておくことが黒
鉛化後の粒子の合一防止や均一な粒度を得るために好ましい。
【００７７】
　一次分散を終えたメソカーボンマイクロビーズは、不活性雰囲気下において２００℃～
１５００℃の温度で一次焼成され、炭化される。一次焼成を終えた炭化物は、やはり炭化
物を破壊させない程度の温和な力で炭化物を機械的に分散させることが黒鉛化後の粒子の
合一防止や均一な粒度を得るために好ましい。
【００７８】
　一次焼成を終えた炭化物は、不活性雰囲気下において約２０００℃～３５００℃で二次
焼成することにより所望の黒鉛化粒子が得られる。
【００７９】
　なお、前記いずれの原材料から得られた黒鉛化粒子も、いずれの製法を用いた場合にか
かわらず、分級により粒度分布をある程度均一にしておくことが、樹脂被覆層の表面形状
を均一にするために好ましい。
【００８０】
　また、いずれの原材料を用いた黒鉛化粒子の生成方法においても、黒鉛化の焼成温度は
２０００℃～３５００℃であることが好ましく、２３００℃～３２００℃であることがよ
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り好ましい。
【００８１】
　黒鉛化の焼成温度が２０００℃未満の場合は、黒鉛化粒子の黒鉛化度が不十分であり、
導電性や潤滑性が低下してトナーのチャージアップを発生する場合があり、カブリ、画像
濃度等の画質が悪化しやすくなる。また、焼成温度が３５００℃超の場合は黒鉛化粒子の
黒鉛化度が高すぎてしまう場合があり、そのため黒鉛化粒子の硬度が下がり、黒鉛化粒子
の耐磨耗性の悪化により被覆層表面の耐磨耗性、樹脂被覆層の機械的強度、トナーの搬送
安定性及びトナーへの帯電付与性が低下しやすい。
【００８２】
　本発明においては上記樹脂被覆層構成に加えて、以下に示す特定の第四級アンモニウム
塩化合物をさらに添加することでさらに良好な特性が得られる。
【００８３】
　特許文献３、特許文献４には、樹脂中に、鉄粉に対して正帯電性である第四級アンモニ
ウム塩化合物を添加することで球形化処理されたトナーや重合法によって製造されたネガ
トナーに対しチャージアップなどの過剰な帯電を防ぐ現像スリーブを用いる先行技術が提
案されている。
【００８４】
　この方法を用いることにより、チャージアップ現象の防止と帯電の均一性の向上に効果
は認められるものの、未だ不十分である。
【００８５】
　特に重合法により製造される磁性体を有さない非磁性一成分トナーを用い、後述するよ
うな感光ドラムと現像剤担持体が非接触の状態で現像を行う非接触型現像装置を用いる場
合、トナーに対する帯電安定性と搬送安定性は未だ十分には解決されていない。
【００８６】
　上記課題を解決するため種々検討を行った結果、本発明に用いられる特定の黒鉛化度を
有する黒鉛化粒子を含有し、特定の初期摩耗高さＲｐｋを有する現像剤担持体の樹脂被覆
層にさらに鉄粉に対して正帯電性である第四級アンモニウム塩化合物を含有させることで
トナーに対する帯電安定性と搬送安定性を得られることを見出した。
【００８７】
　特に本発明の構成の現像剤担持体を用いることで、球形化処理されたトナーまたは重合
法などによって製造された、非磁性で且つ球形化度の高い負帯電性トナーへの良好な帯電
付与安定性及び搬送安定性を発揮することができる。
【００８８】
　一般的に重合法により製造された現像剤においては、従来のジェットミルによる粉砕法
で製造された現像剤と比較した場合、トナーの転写性が格段に向上し転写効率が向上する
という利点が大きいが、一方、カーボン等の着色材料などが粒子の内部に取り込まれるた
めトナー粒子表面において電荷を逃がしにくく、チャージアップしやすい。そのため現像
ムラやブロッチ、トナーのスリーブ固着による濃度低下などが発生しやすい。これは磁性
体を有さない非磁性現像剤においては特に顕著に現れる。
【００８９】
　本発明の現像剤担持体構成に加え、結着材料として特定の樹脂に特定の第四級アンモニ
ウム塩化合物を更に加えた構成ことで、特定の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子を含有し特定
の初期摩耗高さＲｐｋを有する本発明の現像剤担持体による迅速で高く安定した帯電付与
及び搬送安定性の効果に加え、過剰に帯電を持ちやすい非磁性で且つ球形化度の高い負帯
電性トナーに対し、現像剤担持体の樹脂被覆層の帯電付与能を全体的に抑えることで、過
剰帯電を防ぎ、迅速かつ適正で均一なトナーの帯電を得ることができる。
【００９０】
　従来トナーの正荷電制御剤として知られている第四級アンモニウム塩化合物が負帯電性
トナーの帯電安定化に寄与する正確な理由は定かではないが、次のように推測される。本
発明による構成の現像剤担持体上の樹脂被覆層に鉄粉に対して正帯電性である第四級アン
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モニウム塩化合物を添加すると、樹脂中に均一に分散され、被覆を形成する際に樹脂中の
アミノ基、＝ＮＨ又は－ＮＨ－等の官能基を有する樹脂の構造中に取り込まれ、結着樹脂
組成物自身が負帯電性を持つようになるものと考えられる。そのため負帯電性トナーに対
しては、トナーに負帯電量が過剰となることを妨げる方向に働き、結果として負帯電量を
安定してコントロールすることが可能となる。
【００９１】
　本発明においても上記第四級アンモニウム塩化合物を本発明の構成の現像剤担持体樹脂
被覆層に含有することにより、特定の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子による樹脂被覆層への
帯電付与性、潤滑性などの効果と相まって、特にチャージアップ等の発生しやすい非磁性
の重合トナーに対しての高い帯電安定性及び搬送安定性を得ることができる。
【００９２】
　本発明において好適に使用される、上記した機能を有する第四級アンモニウム塩化合物
としては、鉄粉に対して正帯電性を有するものであればいずれのものでもよいが、例えば
、下記一般式で表される化合物が挙げられる。
【００９３】
【化１】

（式中のＲ1，Ｒ2，Ｒ3及びＲ4は、夫々置換基を有してもよいアルキル基、置換基を有し
てもよいアリール基、アルアルキル基を表し、Ｒ1～Ｒ4は夫々同一でも或いは異なってい
ても良い。Ｘ-は酸の陰イオンを表す。）
【００９４】
　前述の一般式において、Ｘ-の酸イオンの具体例としては、有機硫酸イオン、有機スル
ホン酸イオン、有機リン酸イオン、モリブデン酸イオン、タングステン酸イオン、モリブ
デン原子或いはタングステン原子を含むヘテロポリ酸等が好ましく用いられる。
【００９５】
　　本発明に好適に用いられる、それ自身が鉄粉に対して正帯電性である第四級アンモニ
ウム塩化合物としては、具体的には、以下のようなものが挙げられるが、勿論、本発明は
、これらに限定されるものではない。
【００９６】
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【００９７】
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【化３】

【００９８】
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【００９９】



(17) JP 4250486 B2 2009.4.8

10

20

30

40

50

【化５】

【０１００】
　上記に示したような本発明で使用する第四級アンモニウム塩化合物の添加量は、結着樹
脂１００質量部に対して１～１００質量部とすることが好ましい。１質量部未満では添加
による帯電量制御の効果が見られず、１００質量部を超えると結着樹脂中での存在量が過
剰となって元の樹脂の特性を損ない被膜強度の低下を招きやすい。
【０１０１】
　また、前記第四級アンモニウム塩との組合せで構造中にアミノ基、＝ＮＨ又は－ＮＨ－
の少なくとも１つを含む好ましい樹脂として、その製造工程において触媒として含窒素化
合物を用いて製造されたフェノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアミドを硬化剤として用
いたエポキシ樹脂、ウレタン樹脂、或いはこれらの樹脂を一部に含んだ共重合体等が挙げ
られる。これら被覆樹脂との混合物の成膜時に第四級アンモニウム塩化合物が被覆樹脂の
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構造中に容易に取り込まれる。
【０１０２】
　本発明において、前記の第四級アンモニウム塩化合物との組合せで好適に使用し得るフ
ェノール樹脂としては、製造工程において触媒として用いられる含窒素化合物が、例えば
、酸性触媒としては、硫酸アンモニウム、リン酸アンモニウム、スルファミド酸アンモニ
ウム、炭酸アンモニウム、酢酸アンモニウム、マレイン酸アンモニウムといったアンモニ
ウム塩又はアミン塩類が挙げられる。塩基性触媒としては、アンモニア、或は、ジメチル
アミン、ジエチルアミン、ジイソプロピルアミン、ジイソブチルアミン、ジアミルアミン
、トリメチルアミン、トリエチルアミン、トリｎ－ブチルアミン、トリアミルアミン、ジ
メチルベンジルアミン、ジエチルベンジルアミン、ジメチルアニリン、ジエチルアニリン
、Ｎ，Ｎ－ジｎ－ブチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジアミルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジｔ－アミルア
ニリン、Ｎ－メチルエタノールアミン、Ｎ－エチルエタノールアミン、ジエタノールアミ
ン、トリエタノールアミン、ジメチルエタノールアミン、ジエチルエタノールアミン、エ
チルジエタノールアミン、ｎ－ブチルジエタノールアミン、ジｎ－ブチルエタノールアミ
ン、トリイソプロパノールアミン、エチレンジアミン、ヘキサメチレンテトラミン等のア
ミノ化合物；ピリジン、α－ピコリン、β－ピコリン、γ－ピコリン、２，４－ルチジン
、２，６－ルチジン等のピリジン及びその誘導体；キノリン化合物、イミダゾール、２－
メチルイミダゾール、２，４－ジメチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾ
ール、２－フェニルイミダゾール、２－フェニル－４－メチルイミダゾール、２－ヘプタ
デシルイミダゾール等のイミダゾール及びその誘導体等の含窒素複素環式化合物等が挙げ
られる。
【０１０３】
　また、本発明において好適に用いられる被覆樹脂を構成するポリアミド樹脂としては、
例えば、ナイロン６、６６、６１０、１１、１２、９、１３、Ｑ２ナイロン等、或いはこ
れらを主成分とするナイロンの共重合体等、或はＮ－アルキル変性ナイロン、Ｎ－アルコ
キシルアルキル変性ナイロン等、いずれも好適に用いることができる。更にはポリアミド
変性フェノール樹脂のようにポリアミドにて変性された各種樹脂、或いは、硬化剤として
ポリアミド樹脂を用いたエポキシ樹脂、といったように、ポリアミド樹脂分を含有してい
る樹脂であれば、いずれも用いることができる。
【０１０４】
　また、本発明で前記の第四級アンモニウム塩化合物との組合せで好適に用いられる被覆
樹脂を構成するウレタン樹脂としては、ウレタン結合を含んだ樹脂であれば、いずれも用
いることができる。このウレタン結合はポリイソシアネートとポリオールとの重合付加反
応によって得られる。このポリウレタン樹脂の主原料となるポリイソシアネートとしては
、ＴＤＩ（トリレンジイソシアネート）、ピュアＭＤＩ（ジフェニルメタンジイソシアネ
ート）、ポリメリックＭＤＩ（ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート）、ＴＯＤ
Ｉ（トリジンジイソシアネート）、ＮＤＩ（ナフタリンジイソシアネート）等の芳香族系
ポリイソシアネート；ＨＭＤＩ（ヘキサメチレンジイソシアネート）、ＩＰＤＩ（イソホ
ロンジイソシアネート）、ＸＤＩ（キシリレンジイソシアネート）、水添ＸＤＩ（水添キ
シリレンジイソシアネート）、水添ＭＤＩ（ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート）
等の脂肪族系ポリイソシアネート等が挙げられる。
【０１０５】
　またこのポリウレタン樹脂の主原料となるポリオールとしては、ＰＰＧ（ポリオキシプ
ロピレングリコール）、ポリマーポリオール、ポリテトラメチレングリコール（ＰＴＭＧ
）等のポリエーテル系ポリオール；アジペート、ポリカプロラクトン、ポリカーボネート
ポリオール等のポリエステル系ポリオール；ＰＨＤポリオール、ポリエーテルエステルポ
リオール等のポリエーテル系の変性ポリオール；その他、エポキシ変性ポリオール；エチ
レン－酢酸ビニル共重合物の部分ケン化ポリオール（ケン化ＥＶＡ）；難燃ポリオール等
が挙げられる。
【０１０６】
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　本発明において、現像剤担持体の樹脂被覆層の体積抵抗は好ましくは１０-2～１０5Ω
・ｃｍであり、より好ましくは１０-2～１０4Ω・ｃｍである。樹脂被覆層の体積抵抗が
１０5Ω・ｃｍを超える場合には、トナーのチャージアップが発生し易くなり、樹脂被覆
層へのトナー汚染を引き起こし易い。
【０１０７】
　本発明においては、樹脂被覆層の体積抵抗を上記の値に調整するため、樹脂被覆層中に
前記の黒鉛化粒子と併用して、他の導電性微粒子を分散含有させてもよい。
【０１０８】
　この導電性微粒子としては、個数平均粒径が好ましくは１μｍ以下、より好ましくは０
．０１～０．８μｍのものがよい。この樹脂被覆層中に黒鉛化粒子と併用して分散含有さ
せる導電性微粒子の個数平均粒径が１μｍ以下の方が、樹脂被覆層の体積抵抗を良好に低
く制御しやすく、さらにトナーのチャージアップを防ぎ、トナー汚染の発生を抑えること
が可能となる。
【０１０９】
　本発明で使用することのできる導電性微粒子としては、例えば、ファーネスブラック、
ランプブラック、サーマルブラック、アセチレンブラック、チャンネルブラック等のカー
ボンブラック；酸化チタン、酸化スズ、酸化亜鉛、酸化モリブデン、チタン酸カリ、酸化
アンチモン及び酸化インジウム等の金属酸化物等；アルミニウム、銅、銀、ニッケル等の
金属、金属繊維、炭素繊維等の無機系充填剤等が挙げられる。
【０１１０】
　上述した被覆層中の導電性微粒子の添加量としては、結着樹脂１００質量部に対して１
００質量部以下の範囲が好ましい結果を与える。添加量が１００質量部を超えると被膜強
度の低下が起こり易い。
【０１１１】
　次に本発明に用いられる現像剤担持体の構成について説明する。
【０１１２】
　本発明の現像剤担持体は、主として基体及びそれを取り巻いて被覆する樹脂層とから構
成される。現像剤担持体の基体としては、円筒状部材、円柱状部材、ベルト状部材等があ
る。ドラムに非接触の現像方法においては、樹脂成形体またはアルミニウム、ステンレス
鋼、真鍮等の非磁性の金属または合金のような剛体の円筒管もしくは中実棒が好ましく用
いられる。これらの基体は画像の均一性を良くするために、高精度に成型あるいは加工さ
れて用いられる。材料コストや加工のしやすさからアルミニウムが好ましく用いられる。
【０１１３】
　また、弾性層を有する基体としては、芯材と、ウレタン、ＥＰＤＭ、シリコン等のゴム
やエラストマーを含む層構成を有する円筒部材が、特にドラムに現像剤担持体を直接接触
させる現像方法の場合好ましく用いられる。
【０１１４】
　樹脂被覆層を構成する各成分の構成比について説明するが、これは本発明において特に
好ましい範囲である。
【０１１５】
　樹脂被覆層中に分散されている黒鉛化粒子の含有量としては、被覆樹脂１００質量部に
対して好ましくは２～１５０質量部、より好ましくは４～１００質量部の範囲で現像剤担
持体の表面形状の維持及びトナーへの帯電付与の効果がより発揮される。黒鉛化粒子の含
有量が２質量部未満の場合には黒鉛化粒子の添加効果が小さく、１５０質量部を超える場
合には樹脂被覆層の密着性が低くなり過ぎて耐磨耗性が悪化してしまう場合がある。
【０１１６】
　上記黒鉛化粒子とともに樹脂被覆中に含有されうる導電性微粒子の含有量は、被覆樹脂
１００質量部に対して好ましくは４０質量部以下、より好ましくは２～３５質量部とした
場合に、樹脂被覆層に求められる他の物理的性質を損なうことなく体積抵抗を上記したよ
うな所望の値に調整することができるため、より好ましい。導電性微粒子の含有量が４０



(20) JP 4250486 B2 2009.4.8

10

20

30

40

50

質量部以下の場合の方が、樹脂被覆層に十分な強度が得られるためにより好ましい。
【０１１７】
　本発明では、樹脂被覆層の初期摩耗高さＲｐｋが（以下、「Ｒｐｋ」と称す。）が０．
２～１．０μｍであることが好ましく、０．２～０．８μｍであることがより好ましい。
樹脂被覆層表面のＲｐｋが０．２μｍ未満では、規制ブレードなどの規制部材にトナーの
融着などが発生しやすく、トナーへの帯電付与が不十分な初期において樹脂被覆層表面に
トナーの搬送を十分に行うための凹凸を形成しにくく、現像剤担持体上のトナー搬送性を
安定に保つことができない。樹脂被覆層表面のＲｐｋが１．０μｍより大きい場合、現像
剤にかかる摺擦力が大きくなりやすく、不整な凹凸部による規制ブレードへのスジ状のキ
ズが発生しやすい。さらに耐久時の現像剤担持体の表面形状の変化が大きくなりやすく、
樹脂被覆層の機械的強度が低くなりやすい。また現像剤の適正な搬送性が得られないため
均一なトナーの帯電を得にくい。
【０１１８】
　上記したような構成の樹脂被覆層の層厚は、好ましくは２５μｍ以下、より好ましくは
２０μｍ以下、更に好ましくは４～２０μｍであると均一な膜厚を得るために好ましいが
、特にこの層厚に限定されるものではない。これらの層厚は、樹脂被覆層に使用する材料
にもよるが、付着重量として、４０００～２００００ｍｇ／ｍ2程度にすれば得られる。
【０１１９】
　図１及び図２は、本発明に用いられる特定の黒鉛化度を有する黒鉛化粒子ａが結着樹脂
ｂ中に分散されて特定の初期摩耗高さを有する樹脂被覆層ｂを形成している様子を示す断
面の模式図である。５は金属円筒管からなる基体を示す。図１においては、黒鉛化粒子ａ
が結着樹脂ｂ中に分散され、樹脂被覆層７の表面への比較的小さな凹凸形成や導電付与性
、トナーに対する離型性及びトナーへの帯電付与性等に寄与している。図２において、黒
鉛化粒子ａが樹脂被覆層６の表面に比較的大きな凹凸を形成し、更に結着樹脂ｂ中に黒鉛
化粒子ａに加えて導電性微粒子ｃを添加することで導電性を高めた構成であり、導電性微
粒子ｃ自体は実質的な凹凸形成にはあまり寄与していない。しかしながら、導電性微粒子
ｃに限らず、添加される別の固体粒子により微小な凹凸が形成される様態も含まれる。
【０１２０】
　このように、本発明では、現像剤担持体に求められる付加的機能や現像方式の違いに応
じて、黒鉛化粒子及び導電性微粒子の粒径をそれぞれ調整することによって上記のような
各態様の樹脂被覆層を形成することが可能である。
【０１２１】
　上記本発明の樹脂被覆層を形成する方法については、特に限定されない、例えば、現像
剤担持体の基材に、本発明の組成物を含有する塗布液をディッピング法、スプレー法、は
け塗り法などの方法で塗布し乾燥させれば、本発明の現像剤担持体が得られる。
【０１２２】
　次に、上記した様な本発明の現像剤担持体が組み込まれている本発明の現像装置につい
て説明する。本発明の現像剤担持体は非磁性一成分現像剤を用いた際に特にその効果を発
揮するが磁性現像剤または二成分現像剤に用いることも可能である。
【０１２３】
　図３に、非磁性一成分現像剤を用いた場合に用いられる現像装置の構成の一例を模式的
に示す。
【０１２４】
　図３において、公知のプロセスにより形成された静電潜像を担持する像担持体、例えば
電子写真感光ドラム１は、矢印Ｂ方向に回転される。現像剤担持体としての現像スリーブ
７は、金属製円筒管（基体）５とその表面に形成される樹脂被膜層６から構成されている
。非磁性一成分現像剤を用いるために金属製円筒管５の内部には磁石は内設されていない
。金属製円筒管の替わりに円柱状部材を用いることもできる。
【０１２５】
　現像器であるホッパー２中には非磁性一成分現像剤３を撹拌するための撹拌翼９が設け



(21) JP 4250486 B2 2009.4.8

10

20

30

40

50

られている。
【０１２６】
　現像スリーブ７に現像剤３を供給し、かつ現像後の現像スリーブ７の表面に存在する現
像剤４を剥ぎ取るための現像剤供給・剥ぎ取り部材１２が現像スリーブ７に当接している
。現像剤供給・剥ぎ取り部材である供給・剥ぎ取りローラ１２が現像スリーブ７と同じ方
向に回転することにより、供給・剥ぎ取りローラ１２の表面は、現像スリーブ７の表面と
カウンター方向に移動することになり、ホッパー２から供給された一成分非磁性現像剤３
は、現像剤スリーブ７に供給され、現像スリーブ７が一成分現像剤３を担持して、矢印Ａ
方向に回転することにより、現像スリーブ７と感光ドラム１とが対向した現像部Ｄに非磁
性一成分現像剤３を搬送する。現像スリーブ７に担持されている一成分現像剤３は、現像
スリーブ７の表面に対して現像剤層を介して圧接する現像剤層厚規制部材１０により現像
剤層厚が規定される。非磁性一成分現像剤３は現像スリーブ７との摩擦により、感光ドラ
ム１上の静電潜像を現像可能な摩擦帯電電荷を得る。
【０１２７】
　現像スリーブ７上に形成される非磁性一成分現像剤３の薄層の厚みは、現像部における
現像スリーブ７と感光ドラム１との間の最小間隙Ｄよりも更に薄いものであることが好ま
しい。このような現像剤層により静電潜像を現像する非接触型現像装置に、本発明は特に
有効である。しかし、現像部において現像剤層の厚みが現像スリーブ７と感光ドラム１と
の間の最小間隙Ｄ以上の厚みである接触型現像装置にも、本発明は適用することができる
。
【０１２８】
　説明の煩雑を避けるため、以下の説明では、非接触型現像装置を例に採って行う。
【０１２９】
　上記現像スリーブ７には、これに担持された非磁性トナーを有する一成分非磁性現像剤
３を飛翔させるために、電源８により現像バイアス電圧が印加される。この現像バイアス
電圧として直流電圧を使用するときは、静電潜像の画像部（非磁性現像剤３が付着して可
視化される領域）の電位と背景部の電位との間の値の電圧が、現像スリーブ７に印加され
ることが好ましい。現像画像の濃度を高め或は階調性を向上するために、現像スリーブ７
に交番バイアス電圧を印加して、現像部に向きが交互に反転する振動電界を形成してもよ
い。この場合、上記画像部の電位と背景部の電位の間の値を有する直流電圧成分が重畳さ
れた交番バイアス電圧を現像スリーブ７に印加することが好ましい。
【０１３０】
　高電位部と低電位部を有する静電潜像の高電位部に現像剤を付着させて可視化する所謂
正規現像では、静電潜像の極性と逆極性に帯電する現像剤を使用する。静電潜像の低電位
部にトナーを付着させて可視化する所謂反転現像では、現像剤は静電潜像の極性と同極性
に帯電する現像剤を使用する。高電位と低電位というのは、絶対値による表現である。い
ずれにしても、非磁性一成分現像剤３は現像スリーブ７との摩擦により静電潜像を現像す
るための極性を帯電する。
【０１３１】
　現像剤供給・剥ぎ取り部材としては、樹脂、ゴム、スポンジの如き弾性ローラ部材が好
ましい。剥ぎ取り部材としては、弾性ローラに代えてベルト部材又はブラシ部材を用いる
こともできる。感光体１に現像移行されなかった現像剤を現像剤供給・剥ぎ取り部材１２
により、一旦スリーブ表面から剥ぎ取ることにより、スリーブ上の不動の現像剤の発生を
防いだり、現像剤の帯電を均一化する働きを有する。
【０１３２】
　現像剤供給・剥ぎ取り部材として弾性ローラからなる供給・剥ぎ取りローラ１２を用い
る場合には、供給・剥ぎ取りローラ１２の周速は、表面がカウンター方向に回転する場合
、現像スリーブ８の周速１００％に対して、好ましくは２０～１２０％、より好ましくは
３０～１００％であることが良い。
【０１３３】
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　供給・剥ぎ取りローラ１２の周速が２０％未満の場合には、現像剤の供給が不足し、ベ
タ画像の追従性が低下し、ゴースト画像の原因となり、１２０％を超える場合には、現像
剤の供給量が多くなり現像剤層厚の規制不良や帯電量不足によるカブリの原因となり、さ
らにトナーにダメージを与えやすいため、トナー劣化によるカブリやトナー融着の原因と
なり易い。
【０１３４】
　供給・剥ぎ取りローラの回転方向が現像スリーブの表面と同（順）方向の場合には、供
給ローラの周速は、スリーブ周速に対して、好ましくは１００～３００％、より好ましく
は１０１～２００％であることが上記のトナー供給量の点で良い。
【０１３５】
　供給・剥ぎ取りローラの回転方向は、現像スリーブの表面とカウンター方向に回転する
ことが、剥ぎ取り性及び供給性の点でより好ましい。
【０１３６】
　現像スリーブ７に対する現像剤供給・剥ぎ取り部材１２の侵入量は、０．５～２．５ｍ
ｍであることが、現像剤の供給及び剥ぎ取り性の点で好ましい。
【０１３７】
　現像剤供給・剥ぎ取り部材１３の侵入量が０．５ｍｍ未満の場合には、剥ぎ取り不足に
より、ゴーストが発生し易くなり、侵入量が２．５ｍｍを超える場合には、トナーのダメ
ージが大きくなり、トナー劣化により融着やカブリの原因となり易い。
【０１３８】
　図３の現像装置では、現像スリーブ８上の非磁性一成分現像剤３の層厚を規制する部材
として、ウレタンゴム、シリコーンゴムの如きゴム弾性を有する材料、或はリン青銅、ス
テンレス銅の如き金属弾性を有する材料の弾性規制ブレード１０を使用し、この弾性規制
ブレード１０を図３の現像装置では現像スリーブ７に回転方向と逆の姿勢で圧接させ、現
像スリーブ７上に更に薄い現像剤層を形成することができる。
【０１３９】
　この弾性規制ブレード１０としては、特に安定した規制力とトナーへの安定した（負）
帯電付与性のためには、安定した加圧力の得られるリン青銅板表面にポリアミドエラスト
マー（ＰＡＥ）を貼り付けた構造のものを用いることが好ましい。ポリアミドエラストマ
ー（ＰＡＥ）としては、例えばポリアミドとポリエーテルの共重合体が挙げられる。
【０１４０】
　現像スリーブ７に対する現像剤層厚規制部材１０の当接圧力は、線圧５～５０ｇ／ｃｍ
であることが、現像剤の規制を安定化させ、現像剤層厚を好適にさせることができる点で
好ましい。
【０１４１】
　現像剤層厚規制部材１０の当接圧力が線圧５ｇ／ｃｍ未満の場合には、現像剤の規制が
弱くなり、カブリやトナーもれの原因となり、線圧５０ｇ／ｃｍを超える場合には、トナ
ーへのダメージが大きくなり、トナー劣化やスリーブ及びブレードへの融着の原因となり
易い。
【０１４２】
　本発明の現像剤担持体は、このような現像スリーブ７に対して、現像剤供給・剥ぎ取り
部材１２及び現像剤層厚規制部材１０が圧接する装置に適用した場合に、特に有効である
。
【０１４３】
　すなわち、現像スリーブ７に対して、現像剤供給・剥ぎ取り部材１２及び現像剤層厚規
制部材１０が圧接する場合には、現像スリーブ７の表面がこれらの圧接される部材によっ
て摩耗や現像剤の融着がより生じ易い使用環境にあることから、本発明の多数枚耐久性に
優れた樹脂被覆層を有する現像剤担持体による効果が有効に発現されることになる。
【０１４４】
　図４は本発明の現像装置の他の実施形態例を示す構成模式図である。
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【０１４５】
　図４に示した現像装置では、現像スリーブ７上の現像剤３の層厚を規制する現像剤層厚
規制部材を現像スリーブ７の回転方向と順方向の向きで圧接させているのが特徴である。
図４の現像装置の他の基本的構成は図３に示した現像装置と同じであり、同符号のものは
、基本的には同一の部材であることを示す。
【０１４６】
　図３，４はあくまでも本発明の現像装置を模式的に例示したものであり、現像剤容器（
ホッパー２）の形状、撹拌翼９の有無など様々な形態があることは言うまでもない。また
図５は、磁性一成分現像剤を用いた場合に用いられる本発明の現像剤担持体を有する一実
施形態の現像装置の模式図を示す。
【０１４７】
　図５においては、現像スリーブ７内には、現像剤３を現像スリーブ７上に磁気的に吸引
し且つ保持する為にマグネットローラー４が配置されている。
【０１４８】
　以下、本発明に用いられる現像剤について説明する。
【０１４９】
　本発明に用いられるトナーは、粉砕トナー製法及び重合トナー製法を用いて製造するこ
とが可能である。本発明のトナー製造方法に重合方法を用いる場合においては、以下の如
き製造方法によって具体的にトナーを製造することが可能である。単量体中に離型剤，極
性樹脂，着色剤，荷電制御剤，重合開始剤その他の添加剤を加え、ホモジナイザー，超音
波分散機等によって均一に溶解又は分散せしめた単量体系を、分散安定剤を含有する水相
中に通常の撹拌機またはホモミキサー，ホモジナイザー等により分散せしめる。好ましく
は単量体液滴が所望のトナー粒子のサイズを有するように撹拌速度・時間を調整し、造粒
する。その後は分散安定剤の作用により、粒子状態が維持され、且つ粒子の沈降が防止さ
れる程度の撹拌を行えば良い。重合温度は４０℃以上、一般的には５０～９０℃の温度に
設定して重合を行う。また、重合反応後半に昇温しても良く、更に、トナー定着時の臭い
の原因等となる未反応の重合性単量体、副生成物等を除去するために反応後半、又は、反
応終了後に一部水系媒体を留去しても良い。反応終了後、生成したトナー粒子を洗浄・濾
過により回収し、乾燥する。懸濁重合法においては、通常単量体系１００質量部に対して
水３００～３０００質量部を分散媒として使用するのが好ましい。
【０１５０】
　架橋剤としては、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレンの如き芳香族ジビニル化合物
；エチレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、１，３－
ブタンジオールジメタクリレートの如き二重結合を２個有するカルボン酸エステル；ジビ
ニルアニリン、ジビニルエーテル、ジビニルスルフィド、ジビニルスルホンの如きジビニ
ル化合物；及び３個以上のビニル基を有する化合物が挙げられる。特に好ましいものとし
ては、ジビニルベンゼンが挙げられる。
【０１５１】
　架橋剤の好ましい添加量としては、ビニル系重合体またはビニル系共重合体１００質量
部当たり、架橋剤が０．０１～１．０質量部が好ましい。より好ましくは０．１～０．９
質量部である。
【０１５２】
　本発明で用いられるイエロートナー、マゼンタトナー及びシアントナーに含有されるワ
ックスとしては室温で固体の固体ワックスが好ましい。重合系トナー、粉砕系トナーに制
限を受けることはない。具体的には、パラフィンワックス、ポリオレフィンワックス、フ
ィッシャートロプシュワックス、アミドワックス、高級脂肪酸、エステルワックス、及び
グラフト化合物、ブロック化合物の如き誘導体が挙げられる。
【０１５３】
　本発明においては、ワックスをトナー粒子中に５～３０質量％添加することが好ましく
、また本発明に用いられるトナーはワックスを５～３０質量％含有していることが好まし
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い。５質量％未満の添加では耐高温オフセット性が低下し、更に両面画像の定着時におい
て裏面の画像がオフセット現象を示す場合がある。３０質量％より多い場合は、重合法に
よる製造において造粒時にトナー粒子の合一が起き易く、粒度分布の広いものが生成し易
い。さらにこのことからワックスのカプセル化が不十分となり、現像性、転写性、耐ブロ
ッキング性が悪化する。よって画像の均一性も劣るようになる。
【０１５４】
　トナーの帯電性を制御する目的でトナー粒子中に荷電制御剤を添加しておくことが好ま
しい。
【０１５５】
　これらの荷電制御剤としては、公知のもののうち、重合阻害性、水相移行性の殆どない
ものが好ましい。例えば、正荷電制御剤としてニグロシン系染料、トリフェニルメタン系
染料、第四級アンモニウム塩、グアニジン誘導体、イミダゾール誘導体、アミン系化合物
等が挙げられる。負荷電制御剤としては、含金属サリチル酸共重合体、含金属モノアゾ系
染料化合物、尿素誘導体、スチレン－アクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸共重
合体が挙げられる。
【０１５６】
　これらの荷電制御剤の添加量としては、結着樹脂又は重合体単量体の０．１～１０質量
％が好ましい。
【０１５７】
　本発明のトナーに用いられる着色剤としては、公知のものを使用することが出来る。
【０１５８】
　例えば、黒色顔料としては、カーボンブラック、アニリンブラック、非磁性フェライト
、マグネタイトが挙げられる。
【０１５９】
　黄色顔料としては、黄色酸化鉄、ネーブルスイエロー、ナフトールイエローＳ、ハンザ
ーイエローＧ、ハンザイエロー１０Ｇ、ベンジジンイエローＧ、ベンジジンイエローＧＲ
、キノリンイエローレーキ、パーマネントイエローＮＣＧ、タートラジンレーキが挙げら
れる。
【０１６０】
　橙色顔料としては、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラゾロンオレンジ、バルカンオレ
ンジ、ベンジジンオレンジＧ、インダスレンブリリアントオレンジＲＫ、インダンスレン
ブリリアントオレンジＧＫが挙げられる。
【０１６１】
　赤色顔料としては、ベンガラ、パーマネントレッド４Ｒ、リソールレッド、ピラゾロン
レッド、ウォッチングレッドカルシウム塩、レーキレッドＣ、レーキレッドＤ、ブリリア
ントカーミン６Ｂ、ブリリアントカーミン３Ｂ、エオキシンレーキ、ローダミンレーキＢ
、アリザリンレーキが挙げられる。
【０１６２】
　青色顔料としては、アルカリブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、フタロシアニン
ブルー、無金属フタロシアニンブルー、フタロシアニンブルー部分塩化物、ファーストス
カイブルー、インダンスレンブルーＢＧが挙げられる。
【０１６３】
　紫色顔料としては、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレットレーキが挙げられる
。
【０１６４】
　緑色顔料としては、ピグメントグリーンＢ、マラカイトグリーンレーキ、ファイナルイ
エローグリーンＧが挙げられる。
【０１６５】
　白色顔料としては、亜鉛華、酸化チタン、アンチモン白、硫化亜鉛が挙げられる。
【０１６６】



(25) JP 4250486 B2 2009.4.8

10

20

30

40

50

　これらの着色剤は、単独又は混合して、更には固溶体の状態で用いることが出来る。
【０１６７】
　本発明で使用する着色剤は、色相角、彩度、明度、耐候性、ＯＨＰ透明性、トナー中へ
の分散性の点から選択される。該着色剤の添加量は、結着樹脂１００質量部に対して１～
２０質量部用いるのが良い。
【０１６８】
　本発明のトナーを透光性カラートナーとして用いる場合の着色剤としては、以下に示す
様な、各種及び各色の顔料も使用することが出来る。
【０１６９】
　例えば、黄色顔料としては、Ｃ．Ｉ．１０３１６（ナフトールイエローＳ）、Ｃ．Ｉ．
１１７１０（ハンザイエロー１０Ｇ）、Ｃ．Ｉ．１１６６０（ハンザイエロー５Ｇ）、Ｃ
．Ｉ．１１６７０（ハンザイエロー３Ｇ）、Ｃ．Ｉ．１１６８０（ハンザイエローＧ）、
Ｃ．Ｉ．１１７３０（ハンザイエローＧＲ）、Ｃ．Ｉ．１１７３５（ハンザイエローＡ）
、Ｃ．Ｉ．１１７４０８（ハンザイエローＲＮ）、Ｃ．Ｉ．１２７１０（ハンザイエロー
Ｒ）、Ｃ．Ｉ．１２７２０（ピグメントイエローＬ）、Ｃ．Ｉ．２１０９０（ベンジジン
イエロー）、Ｃ．Ｉ．２１０９５（ベンジジンイエローＧ）、Ｃ．Ｉ．２１１００（ベン
ジジンイエローＧＲ）、Ｃ．Ｉ．２００４０（パーマネントイエローＮＣＲ）、Ｃ．Ｉ．
２１２２０（バルカンファストイエロー５）、Ｃ．Ｉ．２１１３５（バルカンファストイ
エローＲ）が挙げられる。
【０１７０】
　赤色顔料としては、Ｃ．Ｉ．１２０５５（スターリンＩ）、Ｃ．Ｉ．１２０７５（パー
マネントオレンジ）、Ｃ．Ｉ．１２１７５（リソールファストオレンジ３ＧＬ）、Ｃ．Ｉ
．１２３０５（パーマネントオレンジＧＴＲ）、Ｃ．Ｉ．１１７２５（ハンザイエロー３
Ｒ）、Ｃ．Ｉ．２１１６５（バルカンファストオレンジＧＧ）、Ｃ．Ｉ．２１１１０（ベ
ンジジンオレンジＧ）、Ｃ．Ｉ．１２１２０（パーマネントレッド４Ｒ）、Ｃ．Ｉ．１２
７０（パラレッド）、Ｃ．Ｉ．１２０８５（ファイヤーレッド）、Ｃ．Ｉ．１２３１５（
ブリリアントファストスカーレット）、Ｃ．Ｉ．１２３１０（パーマネントレッドＦ２Ｒ
）、Ｃ．Ｉ．１２３３５（パーマネントレッドＦ４Ｒ）、Ｃ．Ｉ．１２４４０（パーマネ
ントレッドＦＲＬ）、Ｃ．Ｉ．１２４６０（パーマネントレッドＦＲＬＬ）、Ｃ．Ｉ．１
２４２０（パーマネントレッドＦ４ＲＨ）、Ｃ．Ｉ．１２４５０（ライトファストレッド
トーナーＢ）、Ｃ．Ｉ．１２４９０（パーマネントカーミンＦＢ）、Ｃ．Ｉ．１５８５０
（ブリリアントカーミン６Ｂ）が挙げられる。
【０１７１】
　青色顔料としては、Ｃ．Ｉ．７４１００（無金属フタロシアニンブルー）、Ｃ．Ｉ．７
４１６０（フタロシアニンブルー）、Ｃ．Ｉ．７４１８０（ファストスカイブルー）が挙
げられる。
【０１７２】
　本発明のトナーには各種特性付与を目的として、外添剤を添加しても良い。外添剤は、
トナーに添加した時の耐久性の点から、トナー粒子の体積平均径の１／１０以下の粒径で
あることが好ましい。この外添剤の粒径とは、電子顕微鏡におけるトナー粒子の表面観察
により求めたその平均粒径を意味する。これら特性付与を目的とした外添剤としては、例
えば、以下のようなものが用いられる。
【０１７３】
　１）流動性付与剤：金属酸化物（酸化ケイ素，酸化アルミニウム，酸化チタン）、カー
ボンブラック及びフッ化カーボン。それぞれ、疎水化処理を行ったものが、より好ましい
。
【０１７４】
　２）研磨剤：金属酸化物（チタン酸ストロンチウム，酸化セリウム，酸化アルミニウム
，酸化マグネシウム，酸化クロム）、窒化物（窒化ケイ素）、炭化物（炭化ケイ素）及び
金属塩（硫酸カルシウム，硫酸バリウム，炭酸カルシウム）。
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【０１７５】
　３）滑剤：フッ素樹脂粉末（フッ化ビニリデン，ポリテトラフルオロエチレン）及び脂
肪酸金属塩（ステアリン酸亜鉛，ステアリン酸カルシウム）。
【０１７６】
　４）荷電制御性粒子：金属酸化物（酸化錫，酸化チタン，酸化亜鉛，酸化ケイ素，酸化
アルミニウム）及びカーボンブラック。
【０１７７】
　これら外添剤は、トナー粒子１００質量部に対し、好ましくは０．１～１０質量部の範
囲で用いれば良く、より好ましくは、０．１～５質量部の範囲で用いるのが良い。これら
外添剤は、単独で用いても、また、複数併用しても良い。
【０１７８】
　トナーの粒度分布制御や粒径の制御は、難水溶性の無機塩や保護コロイド作用をする分
散剤の種類や添加量を変える方法や機械的装置条件例えばローターの周速・パス回数・撹
拌羽根形状等の撹拌条件や容器形状又は、水溶液中での固形分濃度等を制御することによ
り所定の本発明のトナーを得ることができる。
【０１７９】
　本発明において、重合法トナーを製造する際に用いられる分散媒には、いずれか適当な
安定剤を使用する。例えば、無機化合物として、リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウ
ム、リン酸亜鉛、リン酸アルミニウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化カル
シウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタ珪酸カルシウム、硫酸カルシウ
ム、硫酸バリウム、ベントナイト、シリカ、アルミナの如き無機化合物の微粉体が挙げら
れる。ポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセルロース、メチルヒドロキシプロピル
セルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロースのナトリウム塩、ポリアク
リル酸、及びその塩、ポリメタクリル酸、及びその塩、澱粉の如き有機化合物を使用して
も良い。
【０１８０】
　また、本発明において重合法トナーに用いられる着色剤としては、着色剤の持つ重合阻
害性や水相移行性に注意を払う必要があり、前記着色剤を好ましくは表面改質、たとえば
重合阻害のない疎水化処理を施したほうが良い。特に染料系やカーボンブラックは、重合
阻害性を有しているものが多いので使用の際に注意を要する。染料系を表面処理する好ま
しい方法としては、これら染料の存在下に重合性単量体をあらかじめ重合せしめる方法が
挙げられ、得られた着色重合体を単量体系に添加する。また、カーボンブラックについて
は、上記染料と同様の処理のほか、カーボンブラックの表面官能基と反応する物質、たと
えば、ポリオルガノシロキサンなどで処理を行っても良い。
【０１８１】
　本発明のトナーは、荷電制御剤を含有しても良い。
【０１８２】
　高画質化の為には、トナーは重量平均粒径（Ｄ４）が４～８μｍであることが好ましい
。重量平均粒径が４μｍ未満のトナーにおいては、カブリや転写不良に基づく画像の不均
一ムラの原因となり易く好ましくなく、トナーの重量平均粒径が８μｍを超える場合には
、融着などが起きやすい。
【０１８３】
　トナーの平均粒径及び粒度分布はコールターカウンターＴＡ－ＩＩ型あるいはコールタ
ーマルチサイザー（ベックマン・コールター社製）等種々の方法で測定可能であるが、本
発明においてはコールターマルチサイザー（ベックマン・コールター社製）を用い、個数
分布、体積分布を出力するインターフェイス（日科機製）及びＰＣ９８０１パーソナルコ
ンピュータ（ＮＥＣ製）を接続し、電解液は１級塩化ナトリウムを用いて約１％ＮａＣｌ
水溶液を調製する。例えばＩＳＯＴＯＮ　Ｒ－ＩＩ（コールターサイエンティフィックジ
ャパン社製）が使用できる。測定法としては、前記電解水溶液１００～１５０ｍｌ中に分
散剤として界面活性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸塩）を０．１～５ｍｌ加
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え、更に測定試料を２～２０ｍｇ加える。試料を懸濁した電解液は超音波分散器で約１～
３分間分散処理を行い、前記コールターマルチサイザーにより１００μｍアパチャーを用
い、２μｍ以上のトナーの体積、個数を測定して体積分布と個数分布とを算出する。
【０１８４】
　そして、体積分布から求めた体積基準の重量平均粒径（Ｄ４）、個数分布から求めた個
数基準の個数平均粒径（Ｄ１）を求める。
【０１８５】
　またフロー式粒子像測定装置で計測されるトナーの個数基準の円形度（頻度分布）にお
いて、平均円形度が０．９７０以上であることが転写率の点から好ましい。
【０１８６】
　本発明におけるトナーの円形度は、トナー粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法と
して用いたものであり、本発明ではフロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－１０００型」（
東亜医用電子社製）を用いて測定を行い、下式を用いて算出した。
　下記式（１）より求められる円形度ａ
　　　円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　（１）
［式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。］
【０１８７】
　ここで、粒子像と同じ投影面積とは二値化されたトナー粒子像の面積であり、粒子像の
周囲長とは該トナー粒子像のエッジ点を結んで得られる輪郭線の長さと定義する。
【０１８８】
　本発明における円形度はトナーの凹凸の度合いを示す指標であり、トナーが完全な球形
の場合に１．０００を示し、表面形状が複雑になる程、円形度は小さな値となる。
【０１８９】
　円形度頻度分布の平均値を意味する平均円形度ａaveは粒度分布の分割点Ｉでの円形度
（中心値）をａI、頻度をｆａiとすると次式から算出される。
【０１９０】
【数２】

【０１９１】
　具体的な測定方法としては、容器中に予め不純固形物などを除去したイオン交換水１０
ｍｌを用意し、その中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルホン
酸塩を加えた後、更に測定試料を０．０２ｇ加え、均一に分散させる。分散させる手段と
しては、超音波分散機「ＵＨ－５０型」（エスエムテー社製）に振動子として５φのチタ
ン合金チップを装着したものを用い、５分間分散処理を用い、測定用の分散液とする。そ
の際、該分散液の温度が４０℃以上とならない様に適宜冷却する。
【０１９２】
　トナーの形状測定は、前記フロー式粒子像測定装置を用い、測定時のトナー粒子濃度が
３０００～１万個／μｌとなる様に分散液濃度を調整し、トナー粒子を１０００個以上計
測する。計測後、このデータを用いて、トナーの円形度頻度分布を求める。
【０１９３】
　粉砕系トナーの場合には、公知の方法が用いられる。例えば、結着樹脂、荷電制御剤、
必要に応じてワックス、磁性体、着色剤、その他の添加剤等をヘンシェルミキサー、ボー
ルミルの如き混合器により十分混合してから加熱ロール、ニーダー、エクストルーダーの
如き熱混練機を用いて溶融混練して冷却固化、粉砕後、分級を行なって着色粒子を得る。
必要に応じ表面処理を行っても構わない。その後、無機微粉体を添加混合することによっ
て、トナーを得る。分級及び表面処理の順序は、どちらが先でも良い。分級工程において
は生産効率上、コアンダ効果を利用した多分割分級機を用いることが好ましい。尚、高画
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質化のためには、トナーの重量平均粒径（Ｄ４）が３～８μｍであることが好ましく、４
～８μｍであることがより好ましい。
【０１９４】
　転写性が向上を目的とした球形化処理、表面平滑化処理としては、粉砕法トナー粒子を
水中に分散させ加熱する温浴法、熱気流中を通過させる熱処理法、機械的エネルギーを付
与して処理する機械的衝撃法などが挙げられる。機械的衝撃法において処理温度をトナー
粒子のガラス転移点Ｔｇ付近の温度（Ｔｇ±１０℃）を加える熱機械的衝撃が、凝集防止
，生産性の観点から好ましい。
【０１９５】
　粉砕系トナーに使用する結着樹脂としては、ポリスチレン、ポリ－ｐ－クロルスチレン
、ポリビニルトルエン、スチレン－ｐ－クロルスチレン共重合体、スチレンビニルトルエ
ン共重合体の如きスチレン及びその置換体の単独重合体及びそれらの共重合体；スチレン
－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリ
ル酸ｎブチル共重合体の如きスチレンとアクリル酸エステルとの共重合体；スチレン－メ
タクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタク
リル酸ｎブチル共重合体の如きスチレンとメタクリルエステルとの共重合体；スチレンと
アクリル酸エステル及びメタクリル酸エステルとの多元共重合体；スチレン－アクリロニ
トリル共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体、スチレン－ブタジエン共重
合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－アクリロニトリルインデン共
重合体、スチレン－マレイン酸エステル共重合体の如きスチレンと他のビニル系モノマー
とのスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート、ポリ
酢酸ビニル、ポリエステル、ポリアミド、エポキシ樹脂、ポリビニルブチラール、ポリア
クリル酸、フェノール樹脂、脂肪族又は脂環族炭化水素樹脂、石油樹脂、塩素化パラフィ
ンが例示される。これらは、単独または混合して使用できる。特に圧力定着方式に供せら
れるトナー用の結着樹脂として低分子量ポリエチレン、低分子量ポリプロピレン、エチレ
ン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸エステル共重合体、高級脂肪酸、ポリア
ミド樹脂、ポリエステル樹脂が単独または現合して使用できる。
【０１９６】
　スチレン共重合体を構成するためのコモノマーとしては、アクリル酸、アクリル酸メチ
ル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸オクチル、
アクリル酸－２－エチルヘキシル、アクリル酸フェニル、メタクリル酸、メタクリル酸メ
チル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸オクチル、アクリロニト
リル、メタクリロニトリル、アクリルアミドの如き二重結合を有するモノカルボン酸もし
くはその誘導体、マレイン酸、マレイン酸ブチル、マレイン酸メチル、マレイン酸ジメチ
ルの如き二重結合を有するジカルボン酸及びその誘導体が挙げられる。
【０１９７】
　非磁性の粉砕系トナー（イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック）の場合の特に好まし
い樹脂としては、スチレン－アクリル酸エステル系樹脂、ポリエステル樹脂がある。
【０１９８】
　また、着色剤としては重合系トナーのものと同様なものが使用可能である。その含有量
としては、結着樹脂１００質量部に対して１２質量部以下であり、好ましくは０．５～９
質量部である。
【０１９９】
　以下に本発明に関わる物性の測定方法について述べる。
【０２００】
　（１）黒鉛化粒子の黒鉛化度ｐ（００２）
　黒鉛化度ｐ（００２）は、マックサイエンス社製の強力型全自動Ｘ線回折装置”ＭＸＰ
１８”システムにより、黒鉛のＸ線回折スペクトルから得られる格子間隔ｄ（００２）を
測定し、ｄ（００２）＝３．４４０－０．０８６（１－ｐ（００２）2）により求める。
【０２０１】
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　尚、格子間隔ｄ（００２）は、ＣｕＫαをＸ線源とし、ＣｕＫβ線はニッケルフィルタ
ーにより除去している。標準物質に高純度シリコンを使用し、Ｃ（００２）及びＳｉ（１
１１）回折パターンのピーク位置から算出する。主な測定条件は以下のとおりである。
Ｘ線発生装置　　：１８ｋｗ
ゴニオメータ　　：横型ゴニオメータ
モノクロメータ　：使用
管電圧　　　　　：３０．０ｋＶ
管電流　　　　　：１０．０ｍＡ
測定法　　　　　：連続法
スキャン軸　　　：２θ／θ
サンプリング間隔：０．０２０ｄｅｇ
スキャン速度　　：６．０００ｄｅｇ／ｍｉｎ
発散スリット　　：０．５０ｄｅｇ
散乱スリット　　：０．５０ｄｅｇ
受光スリット　　：０．３０ｍｍ
【０２０２】
　（２）トナーの粒径測定
　トナーの平均粒径及び粒度分布はコールターマルチサイザー（ベックマン・コールター
社製）を用い、個数分布、体積分布を出力するインターフェイス（日科機製）及びＰＣ９
８０１パーソナルコンピュータ（ＮＥＣ製）を接続し、電解液は１級塩化ナトリウムを用
いて約１％ＮａＣｌ水溶液を調製する。例えばＩＳＯＴＯＮ　Ｒ－ＩＩ（コールターサイ
エンティフィックジャパン社製）が使用できる。測定法としては、前記電解水溶液１００
～１５０ｍｌ中に分散剤として界面活性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸塩）
を０．１～５ｍｌ加え、更に測定試料を２～２０ｍｇ加える。試料を懸濁した電解液は超
音波分散器で約１～３分間分散処理を行い、前記コールターマルチサイザーにより１００
μｍアパチャーを用い、２μｍ以上のトナーの体積、個数を測定して体積分布と個数分布
とを算出する。
【０２０３】
　そして、体積分布から求めた体積基準の重量平均粒径（Ｄ４）、個数分布から求めた個
数基準の個数平均粒径（Ｄ１）を求める。
【０２０４】
　（３）トナーの円形度
　本発明におけるトナーの円形度は、トナー粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法と
して用いたものであり、本発明ではフロー式粒子像測定装置「ＦＰＩＡ－１０００型」（
東亜医用電子社製）を用いて測定を行い、下式を用いて算出した。
　下記式（１）より求められる円形度ａ
　　　円形度ａ＝Ｌ０／Ｌ　　　　　　（１）
［式中、Ｌ０は粒子像と同じ投影面積を持つ円の周囲長を示し、Ｌは粒子像の周囲長を示
す。］
【０２０５】
　ここで、粒子像と同じ投影面積とは二値化されたトナー粒子像の面積であり、粒子像の
周囲長とは該トナー粒子像のエッジ点を結んで得られる輪郭線の長さ
と定義する。
【０２０６】
　本発明における円形度はトナーの凹凸の度合いを示す指標であり、トナーが完全な球形
の場合に１．０００を示し、表面形状が複雑になる程、円形度は小さな値となる。
【０２０７】
　円形度頻度分布の平均値を意味する平均円形度ａaveは粒度分布の分割点Ｉでの円形度
（中心値）をａI、頻度をｆａiとすると次式から算出される。
【０２０８】
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【数３】

【０２０９】
　具体的な測定方法としては、容器中に予め不純固形物などを除去したイオン交換水１０
ｍｌを用意し、その中に分散剤として界面活性剤、好ましくはアルキルベンゼンスルホン
酸塩を加えた後、更に測定試料を０．０２ｇ加え、均一に分散させる。分散させる手段と
しては、超音波分散機「ＵＨ－５０型」（エスエムテー社製）に振動子として５φのチタ
ン合金チップを装着したものを用い、５分間分散処理を用い、測定用の分散液とする。そ
の際、該分散液の温度が４０℃以上とならない様に適宜冷却する。
【０２１０】
　測定時のトナー粒子濃度が３０００～１万個／μｌとなる様に分散液濃度を調整し、ト
ナー粒子を１０００個以上計測する。計測後、このデータを用いて、トナーの円形度頻度
分布を求める。
【０２１１】
　（４）現像剤担持体表面の初期摩耗高さＲｐｋ、算術平均粗さＲａの測定
ＪＩＳ　Ｂ０６０１、Ｂ０６７１に基づき、小坂研究所製サーフコーダーＳＥ－３５００
を用いて、測定条件としてはカットオフ０．８ｍｍ、評価長さ４ｍｍ、送り速度０．５ｍ
ｍ／ｓにて、軸方向３点×周方向３点＝９点について各々測定し、その平均値をとった。
【０２１２】
　（５）樹脂被覆層の体積抵抗の測定
　１００μｍの厚さのＰＥＴシート上に７～２０μｍの厚さの被覆層を形成し、ＡＳＴＭ
規格（Ｄ－９９１－８２）及び、日本ゴム協会標準規格ＳＲＩＳ（２３０１－１９６９）
に準拠した、導電性ゴム及びプラスチックの体積抵抗測定用の４端子構造の電極を設けた
電圧降下式デジタルオーム計（川口電機製作所製）を使用して測定した。尚、測定環境は
２０～２５℃、５０～６０ＲＨ％とする。
【０２１３】
　（６）導電性粒子の粒径測定
　黒鉛化粒子等の導電性粒子の粒径はレーザー回折型粒度分布計のコールターＬＳ－２３
０型粒度分布計（ベックマン・コールター社製）を用いて測定する。測定方法としては、
少量モジュールを用い、測定溶媒としてはイソプロピルアルコール（ＩＰＡ）を使用する
。ＩＰＡにて粒度分布計の測定系内を約５分間洗浄し、洗浄後バックグラウンドファンク
ションを実行する。
【０２１４】
　次にＩＰＡ５０ｍｌ中に、測定試料を１～２５ｍｇ加える。試料を懸濁した溶液は超音
波分散機で約１～３分間分散処理を行ない試料液を得て、前記測定装置の測定系内に試料
液を徐々に加えて、装置の画面上のＰＩＤＳが４５～５５％になるように測定系内の試料
濃度を調整して測定を行い、体積分布から算術した体積平均粒径を求める。
【０２１５】
　（７）脂被覆層の膜厚（削れ量）の測定
　被覆層の削れ量（膜削れ）の測定としてはＫＥＹＥＮＣＥ社製レーザ寸法測定器を用い
た。コントローラＬＳ－５５００及びセンサーヘッドＬＳ－５０４０Ｔを用い、スリーブ
固定治具及びスリーブ送り機構を取り付けた装置にセンサー部を別途固定し、スリーブの
外径寸法の平均値から測定を行った。測定はスリーブ長手方向に対し３０分割して３０箇
所測定し、更にスリーブを周方向に９０°回転させた後更に３０箇所、計６０箇所の測定
を行い、その平均値をとった。表面被覆層塗布前のスリーブの外径を予め測定しておき、
表面被覆層形成後の外径、更に耐久使用後の外径を測定し、その差分をコート膜厚及び削
れ量とした。
【実施例】
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【０２１６】
　以下、本発明を実施例及び比較例を用いて詳細に説明するが、本実施例は本発明を何ら
限定するものではない。尚、実施例及び比較例中の「％」及び「部」とあるのは、特に断
りのない限り全て質量基準である。
【０２１７】
　〈実施例１〉
　黒鉛化粒子の原材料として、石炭系重質油を熱処理し、生成した粗メソカーボンマイク
ロビーズを遠心分離し、ベンゼンで洗浄精製して乾燥した後、アトマイザーミルで機械的
に分散を行うことでメソカーボンマイクロビーズを得た。このメソカーボンマイクロビー
ズを窒素雰囲気下において１２００℃で一次焼成を行い炭化させ、続いてアトマイザーミ
ルで二次分散を行った後、窒素雰囲気下において３０００℃で二次焼成を行い黒鉛化し、
更に分級して体積平均粒径３．３μｍの黒鉛化粒子Ａ－１を得た。黒鉛化粒子Ａ－１の物
性を表１に示す。
【０２１８】
・レゾール型フェノール樹脂溶液（メタノール５０％含有）　　　　　４５０部
・黒鉛化粒子（Ａ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
　上記材料に直径１ｍｍのガラスビーズをメディア粒子として加え、サンドミルにて分散
し、更にメタノールで分散液の固形分を３３％に希釈して塗工液を得た。
【０２１９】
　この塗工液を用いてスプレー法により外径１６ｍｍφのアルミニウム製円筒管上に樹脂
被覆層を形成させ、続いて熱風乾燥炉により１５０℃／３０分間加熱硬化して現像剤担持
体Ｂ－１を作製した。得られた現像剤担持体Ｂ－１の樹脂被覆層の物性を表２に示す。
【０２２０】
　下記の手順によって重合法トナーを作製した。
【０２２１】
　６０℃に加温したイオン交換水９００ｇに、リン酸三カルシウム３部を添加し、ＴＫ式
ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて、１０，０００ｒｐｍにて撹拌し、水系媒体を
作製した。
【０２２２】
　また、下記処方をホモジナイザー（日本精機社製）に投入し、６０℃に加温した後、用
いて、９，０００ｒｐｍにて攪拌し、溶解、分散した。
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５５部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　　１７部
・サリチル酸アルミニウム化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
　（ボントロンＥ－８８：オリエント化学社製）
・ポリエステル樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８部
　（プロピレンオキサイド変性ビスフェノールＡとイソフタル酸との重縮合物、
　　Ｔｇ＝６５℃、Ｍｗ＝１００００、Ｍｎ＝６０００）
・ステアリン酸ステアリルワックス（ＤＳＣのメインピーク６０℃）　　３０部
・ジビニルベンゼン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
【０２２３】
　これに、重合開始剤２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）５部を溶
解し、重合性単量体組成物を調製した。
【０２２４】
　前記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、６０℃，窒素雰囲気下において、
ＴＫ式ホモミキサーを用いて８，０００ｒｐｍで攪拌し、造粒した。
【０２２５】
　その後、プロペラ式攪拌装置に移して攪拌しつつ、２時間かけて７０℃に昇温し、更に
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４時間後、昇温速度４０℃／Ｈｒで８０℃まで昇温し、８０℃で５時間反応を行い、重合
体粒子を製造した。重合反応終了後、該粒子を含むスラリーを冷却し、スラリーの１０倍
の水量で洗浄し、ろ過、乾燥の後、分級によって粒子径を調整してシアントナーの母体粒
子（重量平均径６．４μｍ、平均円形度０．９７３）を得た。
【０２２６】
　上記シアントナー母体粒子１００部に対して、シリカ（アエロジル社製Ｒ８１２）１．
２部をヘンシェルミキサー（三井三池社製）で混合して本発明のトナーＡを得た。
【０２２７】
　前記現像剤担持体Ｂ－１を、市販のレーザビームプリンタ（キヤノン（株）社製　ＬＢ
Ｐ２０４０）にＥＰ８３カートリッジを改造して装着し、上記トナーＡを供給しながら１
．５万枚の耐久評価を行った。弾性規制部材はリン青銅薄板上にショアーＤ硬度４０度の
ポリアミドポリエーテルエラストマーを射出成形にて設けて改造したものを用いた。
【０２２８】
　下記に挙げる評価項目について耐久試験をし、実施例及び比較例の各現像剤担持体の評
価を行った。
【０２２９】
　画像濃度、カブリ、スリーブゴースト、ブロッチ、ハーフトーン均一性等の画像評価、
現像剤担持体上のトナー帯電量（Ｑ／Ｍ）及びトナー搬送量（Ｍ／Ｓ）、樹脂被覆層の耐
磨耗性について、２０℃／６０％の常温常湿（Ｎ／Ｎ）環境、２４℃／１０％の常温低湿
（Ｎ／Ｌ）環境、３０℃／８０％の高温高湿（Ｈ／Ｈ）環境にて、それぞれ耐久評価を行
った。結果を表３に示す。画像及び耐久性共に良好な結果が得られた。
【０２３０】
　（１）初期摩耗高さＲｐｋ及び算術平均粗さＲａの測定
　小坂研究所製サーフコーダーＳＥ－３５００にて、耐久試験前の現像剤担持体表面の初
期摩耗高さＲｐｋ及び算術平均粗さＲａを測定した。軸方向３点×周方向２点＝９点につ
いて各々測定し、その平均値をとった。
【０２３１】
　（２）画像濃度
　反射濃度計ＲＤ９１８（マクベス製）を使用し、ベタ印字した際のベタ黒部の濃度を５
点測定し、その平均値を画像濃度とした。
【０２３２】
　（３）現像剤担持体表面のトナー汚染（耐汚染性）
　耐久後の現像剤担持体の表面を顕微鏡観察にて下記評価基準の下に評価した。
Ａ：全く汚染が無い。
Ｂ：若干汚染があるものの実用上問題ないレベル。
Ｃ：汚染がかなり多く、画像に影響を与え、実用上問題となるレベル。
Ｄ：汚染及び画像劣化が激しい。
【０２３３】
　（４）カブリ
　ベタ白画像の反射率を測定し、さらに未使用の転写紙の反射率を測定し、ベタ白画像の
反射率の最悪値から未使用転写紙の反射率の最高値を引いたものをカブリ濃度とし下記の
ように評価した。反射率はＴＣ－６ＤＳ（東京電色製）で測定した。
Ａ：１．５％以下であり目視では殆ど確認できないレベル
Ｂ：２．０～３．０％程度でありよく見ると確認できるレベル
Ｃ：４．０％を超える場合、一見してカブリが確認できるレベル
【０２３４】
　（５）スリーブゴースト
　ベタ白部とベタ黒部が隣り合う画像を現像した現像スリーブの位置が、現像スリーブの
次の回転時には現像位置に来て、ハーフトーン画像を現像するようにして、ハーフトーン
画像上に現れる濃淡差を目視で下記の基準に基づいて評価した。
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Ａ：濃淡差が全く見られない。
Ｂ：軽微な濃淡差が見られる。
Ｃ：濃淡差がかなり見られる。
Ｄ：実用上問題となる濃淡差がスリーブ１周分以上出る。
【０２３５】
　（６）ブロッチ
　ベタ黒、ハーフトーン、ライン画像等の各種画像の画像形成を行い、形成された画像の
波状ムラ、ブロッチ（斑点状ムラ）等の画像不良及び、画像形成を行った際の現像スリー
ブ上でのトナーコート不良の目視による観察を参考にして、評価結果を下記の基準に基づ
いて評価した。
Ａ：画像にもスリーブ上にも全く確認できない。
Ｂ：スリーブ上でわずかに確認できるが、画像ではほとんど確認できない。
Ｃ：ハーフトーン画像又はベタ黒画像で確認できる
Ｄ：ベタ白画像上にも実用上問題となる画像不良が確認できる。。
【０２３６】
　（７）トナー帯電量（Ｑ／Ｍ）及びトナー搬送量（Ｍ／Ｓ）
　現像スリーブ上に担持されたトナーを、金属円筒管と円筒フィルターにより吸引捕集し
、その際金属円筒管を通じてコンデンサーに蓄えられた電荷量Ｑ、捕集されたトナー質量
Ｍと、トナーを吸引した面積Ｓから、単位質量当たりの電荷量Ｑ／Ｍ（ｍＣ／ｋｇ）と単
位面積当たりのトナー質量Ｍ／Ｓ（ｄｇ／ｍ2）を計算し、それぞれトナー帯電量（Ｑ／
Ｍ）、トナー搬送量（Ｍ／Ｓ）とした。
【０２３７】
　（８）画像スジ（ブレード傷、融着）
　特にハーフトーンに発生する、画像形成進行方向に走る線状、帯状のスジについて、形
成された画像について目視による観察を行い、下記基準にて評価した。
Ａ：画像にもスリーブ上にも全く確認できない。
Ｂ：ハーフトーンでは、スジが確認できるが、ベタ黒では軽微に確認できるレベ
　　ル。
Ｃ：ベタ黒画像でも濃淡差が確認できるが、実用可。
Ｄ：ベタ黒画像全体で実用上問題となる濃淡差が目立つ。
【０２３８】
　（９）樹脂被覆層の耐磨耗性
　耐久試験前後の現像剤担持体表面の算術平均粗さ（Ｒａ）と樹脂被服層の膜厚の削れ量
を測定した。
【０２３９】
　樹脂被覆層の削れ量（膜削れ）の測定としてはＫＥＹＥＮＣＥ社製レーザー寸法測定器
を用いた。コントローラＬＳ－５５００及びセンサーヘッドＬＳ－５０４０Ｔを用い、ス
リーブ固定治具及びスリーブ送り機構を取り付けた装置にセンサー部を別途固定し、スリ
ーブの外径寸法の平均値から測定を行った。測定はスリーブ長手方向に対し３０分割して
３０箇所測定し、更にスリーブを周方向に９０°回転させた後更に３０箇所、計６０箇所
の測定を行い、その平均値をとった。表面被覆層塗布前のスリーブの外径を予め測定して
おき、表面被覆層形成後の外径、更に耐久使用後の外径を測定し、その差分をコート膜厚
及び削れ量とした。
【０２４０】
　〈実施例２、３〉
　実施例１で用いた黒鉛化粒子Ａ－１の分級条件を変更したことを除いては、同様の方法
を用いて黒鉛化粒子Ａ－２、Ａ－３を得た。得られた各黒鉛化粒子Ａ－２、Ａ－３の物性
を表１に示す。これら黒鉛化粒子Ａ－２、Ａ－３を、樹脂被覆層中の黒鉛化粒子として、
黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体Ｂ－２、
Ｂ－３を作製し、実施例１と同様の評価を行った。現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表
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２に、評価結果を表３に示す。
【０２４１】
　〈実施例４，５〉
　実施例１で用いた黒鉛化粒子Ａ－１の二次焼成温度を変更したことを除いては、同様の
方法を用いて黒鉛化粒子Ａ－４、Ａ－５を得た。得られた各黒鉛化粒子Ａ－４、Ａ－５の
物性を表１に示す。これら黒鉛化粒子Ａ－４、Ａ－５を、樹脂被覆層中の黒鉛化粒子とし
て、黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体Ｂ－
４、Ｂ－５を作製し、実施例１と同様の評価を行った。現像剤担持体の樹脂被覆層の物性
を表２に、評価結果を表３に示す。
【０２４２】
　〈実施例５〉
　実施例１において、黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに原材料をバルクメソフェーズピッチ粒
子とする黒鉛化粒子Ａ－５を用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体Ｂ－５を
作製し、実施例１と同様の評価を行った。黒鉛化粒子Ａ－５の物性を表１に示す。この現
像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表２に、評価結果を表３に示す。
【０２４３】
　〈実施例６，７〉
　実施例１で用いた黒鉛化粒子Ａ－５の二次焼成温度を変更したことを除いては、同様の
方法を用いて黒鉛化粒子Ａ－６、Ａ－７を得た。得られた各黒鉛化粒子Ａ－６、Ａ－７の
物性を表１に示す。これら黒鉛化粒子Ａ－６、Ａ－７を、樹脂被覆層中の黒鉛化粒子とし
て、黒鉛化粒子Ａ－５の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体Ｂ－
６、Ｂ－７を作製し、実施例１と同様の評価を行った。現像剤担持体の樹脂被覆層の物性
を表２に、評価結果を表３に示す。
【０２４４】
　〈実施例７，８〉
　黒鉛化粒子Ａ－４とは、用いた原材料のバルクメソフェーズピッチの微粉砕条件と二次
焼成後の分級条件を変えた以外は同様の方法を用いて黒鉛化粒子Ａ－７、Ａ－８を得た。
得られた黒鉛化粒子Ａ－７、Ａ－８の物性を表１に示す。黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに黒
鉛化粒子Ａ－７、Ａ－８を用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体Ｂ－７、Ｂ
－８を作製し、同様の評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表２に、評
価結果を表３に示す。
【０２４５】
　〈実施例９〉
・レゾール型フェノール樹脂溶液（メタノール５０％含有）　　　　　４５０部
・黒鉛化粒子（Ａ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・下記式（１）の第４級アンモニム塩化合物　　　　　　　　　　　　　３０部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０２４６】
【化６】

（式（１）の第４級アンモニム塩化合物１について、鉄粉との摩擦帯電量を摩擦帯電量測
定器ＴＢ－２００型（東芝ケミカル製）を用いてブローオフ法により測定したところ、正
極性であった。）
【０２４７】
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　上記材料に直径１ｍｍのガラスビーズをメディア粒子として加え、サンドミルにて分散
し、更にメタノールで分散液の固形分を３０％に希釈して塗工液を得た。
【０２４８】
　この塗工液を用いて実施例１と同様にして、スプレー法により外径１６ｍｍφのアルミ
ニウム製円筒管上に樹脂被覆層を形成させ、続いて熱風乾燥炉により１５０℃／３０分間
加熱硬化して現像剤担持体Ｂ－９を作製した。得られた現像剤担持体Ｂ－９の樹脂被覆層
の物性を表２に示す。トナーＡを用いて実施例１と同様の評価を行った。この評価結果を
表３に示す。
【０２４９】
　〈実施例１０，１１〉
　実施例９で用いた黒鉛化粒子Ａ－１に変えて黒鉛化粒子Ａ－４、Ａ－５を用いた以外は
同様にして現像剤担持体Ｂ－１０，Ｂ－１１を得た。得られた現像剤担持体Ｂ－１０，Ｂ
－１０の樹脂被覆層の物性を表２に示す。トナーＡを用いて実施例１と同様の評価を行っ
た。この評価結果を表３に示す。
・レゾール型フェノール樹脂溶液（メタノール５０％含有）　　　　　４５０部
・黒鉛化粒子（Ａ－４またはＡ－５）　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・式（１）の第４級アンモニム塩化合物　　　　　　　　　　　　　　　３０部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０２５０】
　〈実施例１２〉
　実施例９における式（１）の第４級アンモニム塩化合物に変えて下記式（２）の第４級
アンモニム塩化合物を用いた以外は同様にして、現像剤担持体Ｂ－１２を作製した。得ら
れた現像剤担持体Ｂ－１２の樹脂被覆層の物性を表２に示す。トナーＡを用いて実施例１
と同様の評価を行った。この評価結果を表３に示す。
【０２５１】
【化７】

（鉄粉との摩擦帯電量を測定したところ、正極性であった。）
【０２５２】
　〈実施例１３〉
　実施例１用いたフェノール樹脂に変え、下記の材料により作製された塗料を用いた以外
は、同様にして現像剤担持体Ｂ－１３を作製し、トナーＡを用いて、実施例１と同様に評
価した。樹脂被覆層の物性を表２に、評価結果を表３に示す。
ウレタン樹脂（固形分５０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５０部
黒鉛化粒子（Ａ－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
式（１）の第４級アンモニム塩化合物　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
【０２５３】
　〈比較例１〉
　黒鉛化粒子の原材料として、コークスとタールピッチの混合物を用い、この混合物をタ
ールピッチの軟化点以上の温度で練り込み、押出し成型し、窒素雰囲気下において１００
０℃にて一次焼成を行い炭化させ、続いてコールタールピッチを含浸させた後、窒素雰囲
気下において２８００℃で二次焼成により黒鉛化し、更に粉砕及び分級して個数平均粒径
７．５μｍの黒鉛化粒子ａ－１を得た。黒鉛化粒子ａ－１の物性を表１に示す。
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【０２５４】
　実施例１において、黒鉛化粒子Ａ－１に代えて黒鉛化粒子ａ－１を用いた以外は、同様
にして現像剤担持体ｂ－１を作製し、評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物
性を表２に、評価結果を表４に示す。
【０２５５】
　〈比較例２〉
　黒鉛化粒子の原材料として、球状のフェノール樹脂粒子を用い、窒素雰囲気下において
２２００℃で焼成を行い、更に分級して個数平均粒径６．２μｍの黒鉛化粒子ａ－２を得
た。黒鉛化粒子ａ－２の物性を表１に示す。実施例１において、黒鉛化粒子Ａ－１の代え
て黒鉛化粒子ａ－２を用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体ｂ－２を作製し
、評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表２に、評価結果を表４に示す
。
【０２５６】
　〈比較例３〉
　黒鉛化粒子Ａ－１とは二次焼成温度を変更したことを除いては、同様の方法により黒鉛
化粒子ａ－３を得た。得られた黒鉛化粒子ａ－３の物性を表１に示す。この黒鉛化粒子ａ
－３を、実施例１での黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして
現像剤担持体ｂ－３を作製し、同様の評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物
性を表２に、評価結果を表４に示す。
【０２５７】
　〈比較例４、５〉
　黒鉛化粒子Ａ－１とは二次焼成温度を変更して得られれた黒鉛化粒子ａ－３の分級条件
を変更し黒鉛化粒子ａ－４，ａ－５を得た。得られた黒鉛化粒子ａ－４，ａ－５の物性を
表１に示す。これらの黒鉛化粒子ａ－４，ａ－５を、実施例１での黒鉛化粒子Ａ－１の代
わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体ｂ－４、ｂ－５を作製し、同様
の評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表２に、評価結果を表４に示す
。
【０２５８】
　〈比較例６〉
　実施例１において用いた黒鉛化粒子Ａ－１をコークスとタールピッチの混合物から製造
した黒鉛化粒子ａ－６に変えて実施例１と同様にして現像剤担持体ｂ－６を作製し、評価
を行った。得られた黒鉛化粒子ａ－６の物性を表１に示す。またこの現像剤担持体の樹脂
被覆層の物性を表２に、評価結果を表４に示す。
【０２５９】
　〈比較例７〉
　黒鉛化粒子Ａ－６とは二次焼成温度を変更したことを除いては、同様の方法により黒鉛
化粒子ａ－７を得た。得られた黒鉛化粒子ａ－７の物性を表１に示す。この黒鉛化粒子ａ
－７を、実施例１での黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして
現像剤担持体ｂ－７を作製し、同様の評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物
性を表２に、評価結果を表４に示す。
【０２６０】
　〈比較例８〉
　黒鉛化粒子Ａ－６の二次焼成温度を変更して得た黒鉛化粒子ａ－７を分級して黒鉛化粒
子ａ－８を得た。得られた黒鉛化粒子ａ－８の物性を表１に示す。この黒鉛化粒子ａ－８
を、実施例１での黒鉛化粒子Ａ－１の代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像
剤担持体ｂ－８を作製し、同様の評価を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を
表２に、評価結果を表４に示す。
【０２６１】
　〈比較例９〉
　黒鉛化粒子ａ－２の分級条件を変更して黒鉛化粒子ａ－９を得た。得られた黒鉛化粒子
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ａ－９の物性を表１に示す。この黒鉛化粒子ａ－９を、実施例１での黒鉛化粒子Ａ－１の
代わりに用いた以外は、実施例１と同様にして現像剤担持体ｂ－９を作製し、同様の評価
を行った。この現像剤担持体の樹脂被覆層の物性を表２に、評価結果を表４に示す。
【０２６２】
　〈比較例１０〉
　実施例２で使用した塗工液を用いてスプレー法により樹脂被覆層を形成させる際の塗布
条件を変更し現像剤担持体ｂ－１０を得た。現像剤担持体ｂ－１０の樹脂被覆層の物性を
表２に示す。これらを用いて実施例１と同様にして評価を行った。評価結果を表４に示す
。
【０２６３】
　〈比較例１１、１２〉
　実施例３における黒鉛化粒子Ａ－３を用いて塗工液を作成する際の分散条件（分散時間
）を変更し、スプレー法により現像剤担持体ｂ－１１、ｂ－１２を得た。現像剤担持体ｂ
－１１、ｂ－１２の樹脂被覆層の物性を表２に示す。これらを用いて実施例１と同様にし
て評価を行った。評価結果を表４に示す。
【０２６４】
【表１】

【０２６５】
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【表２】

【０２６６】
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【表３】

【０２６７】
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【表４】

【図面の簡単な説明】
【０２６８】
【図１】本発明に係る現像剤担持体の一部分を示す断面模式図である。
【図２】本発明に係る現像剤担持体の一部分を示す断面模式図である。
【図３】本発明に係る現像装置の実施形態例を示す構成模式図である。
【図４】本発明に係る現像装置の他の実施形態例を示す構成模式図である。
【図５】本発明に係る現像装置の他の実施形態例を示す構成模式図である。
【図６】初期摩耗高さＲｐｋの説明図である。
【符号の説明】
【０２６９】
　ａ　黒鉛化粒子
　ｂ　被覆樹脂
　ｃ　導電性微粒子
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　１　電子写真感光ドラム
　２　ホッパー
　３　現像剤
　４　マグネットローラー
　５　金属製円筒管（基体）
　６　樹脂被膜層
　７　現像スリーブ
　８　電源
　９　撹拌翼
　１０　現像剤層厚規制部材
　１１　間隙
　１２　現像剤供給・剥ぎ取り部材

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】
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